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序     文 
 

インド国の多くの地域は、その地理的条件から自然災害の影響を受けやすく、過去、北部ヒマ

ラヤ地域では地震が発生し、多大な被害を受けています。また、毎年モンスーンの時期に発生す

る洪水や土砂崩れによる被害は甚大であり、集中豪雨による洪水や鉄砲水による被害が発生して

います。 

このような状況から、最新の災害予測や対応技術の分野において、わが国のような災害環境、

対策技術をもつ国の支援が必要とされています。また、昨今の情報通信技術（ICT）の急速な発

展により、ICT を活用した防災管理システムが世界的に注目されています。こうした状況を背景

に、災害の予測、防災活動を可能とするとともに、災害発生後の迅速な通信の復旧及び情報の収

集とその分析により効果的な救援活動を支援し、速やかな復旧・復興を可能とするための、正確

で精密な情報把握を行うグローバル情報ネットワークの技術的基盤の構築に係る日本－インド国

間の共同研究開発の実施に関する技術協力の要請が行われ、2010 年 7 月から「インド国自然災害

の減災と復旧のための情報ネットワーク構築に関する研究」が実施されております。 

このたび、本プロジェクト開始後、2 年 3 カ月が過ぎたことから、独立行政法人国際協力機構

は、2012 年 10 月 23 日から 11 月 9 日まで、当機構経済基盤開発部次長・松本高次郎を団長とす

る中間レビュー調査団を派遣し、インド工科大学ハイデラバード校をはじめとする関係研究機関

との間でこれまでのプロジェクト協力の進捗状況、活動内容及び成果等についてレビューし、協

議を行いました。 

本報告書は、同調査団の中間レビュー結果を取りまとめたものであり、プロジェクトの後半に

向けて広く活用されることを期待しております。 

本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとともに、今後のプ

ロジェクト実施にあたり、引き続きのご支援、ご協力をお願い申し上げます。 

 

平成 26 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部長 中村 明 
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略 語 一 覧 

略語 正式表記 意味・説明 

AWS Automatic Weather Station 自動気象計測システム 

C/P Counterpart カウンターパート 

CRIDA 
Center Research Institute for Dryland 
Agriculture 

中央乾燥地農業研究所 

FMC Gateway fixed-mobile convergence gateway 固定・移動通信の融合ゲートウェイ 

FM RDS FM Radio Data System FM ラジオデータシステム 

GPS Global Positioning System 全地球測位システム 

GSM Global System for Mobile Communications GSM（携帯電話の通信方式） 

ICT Information and Communication Technology 情報通信技術 

IIITH 
International Institute of Information 
Technology, Hyderabad 

国際情報工科大学ハイデラバード校 

IITB Indian Institute of Technology, Bombay 
インド工科大学 ボンベイ（ムンバイ）

校 

IITH Indian Institute of Technology, Hyderabad インド工科大学 ハイデラバード校 

IITK Indian Institute of Technology, Kanpur インド工科大学 カンプール校 

IITM Indian Institute of Technology, Madras  
インド工科大学 マドラス（チェンナ

イ）校 

IMD Indian Meteorological Department インド気象庁 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JST Japan Science and Technology Agency 独立行政法人科学技術振興機構 

LTE Long Term Evolution LTE（携帯電話の通信規格） 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

NDMA National Disaster Management Authority インド国 国家防災委員会 

NGRI 
Council of Scientific and Industrial Research 
(CSIR) - National Geophysical Research 
Institute, Hyderabad 

科学・産業研究委員会（CSIR）－イン

ド国立地球物理学研究所（ハイデラバ

ード） 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OECD-DAC 
Organization for Economic Co-operation and 
Development - Development Assistance 
Committee 

経済協力開発機構‐開発援助委員会 

OSL Optically Stimulated Luminescence 光刺激ルミネセンス 



 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリック

ス 

PFIF People Finder Interchange Format 
PFIF（安否情報サービス間でデータを

スムーズにやり取りするためにつく

られたフォーマット） 

PGA Peak Ground Acceleration 表面最大加速度 

PO Plan of Operation 活動計画表 

R&D Research and Development 研究開発 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

SATREPS 
Science and Technology Research 
Partnership for Sustainable Development 

地球規模課題対応国際科学技術協力 

WMO World Meteorological Organization 世界気象機関 

XML Extensible Markup Language 
エクステンシブル・マークアップ・ラ

ンゲージ（コンピュータ言語のひと

つ） 
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評価調査結果要約表（地球規模課題対応国際科学技術協力） 
 

１．案件の概要 

国名：インド 案件名：自然災害の減災と復旧のための情報ネ

ットワークの構築に関する研究 

分野：水資源・防災‐総合防災 

   情報通信技術‐情報通信技術 

協力形態：地球規模課題対応国際科学技術協力

（SATREPS） 

所轄部署： 経済基盤開発部  計画調整課  兼 

運輸交通・情報通信第二課 

協力金額：約 4.8 億円（JICA 側） 

協力期間：（R/D）2010 年 7 月～2015 年 6 月（5

年間） 

先方実施機関：インド工科大学ハイデラバード

校（IITH）、インド工科大学マドラス校（IITM）、

インド工科大学カンプール校（IITK）、インド

工科大学ボンベイ校（IITB）、国際情報工科大

学ハイデラバード校（IIITH）、インド気象庁

（ IMD ）、インド国立地球物理学研究所

（CSIR-NGRI） 

日本側協力機関：慶応義塾大学、東京大学、

奈良先端科学技術大学院大

学、広島大学 

１－１ 協力の背景と概要 

（１）事業の目的 

インド国の多くの地域は、その地理的条件から自然災害の影響を受けやすい。特に北部

ヒマラヤ地域は、インドプレートとユーラシアプレートの収束境界に位置しており、中～

大規模の地震活動が活発な地域である。過去 100 年間においても、マグニチュード 8 を超

える大地震が 3 回発生しており、最近でも 2001 年にグジャラート地域にてマグニチュー

ド 7.7、2005 年にムザファラバード地域にてマグニチュード 7.6 の大地震が発生し、多大

な被害を受けている。地震ハザード評価は、ヒマラヤ地域において重要な課題であるが、

利用可能な歴史的記録・データは包括的ではなく、入手可能な記録は限られている。また、

ビハール、アッサム、西ベンガル及び北東諸州のように、毎年モンスーンの時期に発生す

る洪水や土砂崩れによる被害は甚大であり、最近ではインド国南部カルナタカ州やアンド

ラ・プラデシュ州が集中豪雨による洪水や鉄砲水に見舞われ、数百人が死亡、数百万人が

家屋を失っている。このように、インド国は災害潜在性が高いにもかかわらず、長年の間、

インド政府の対策は被害者救出や支援などの災害発生後の緊急対応にとどまる状態にあ

り、災害の予測、被災の軽減、復興といった分野の知見や技術の蓄積、対応能力が十分と

はいえない状況にある。このような状況から最新の災害予測、対応技術の支援、とりわけ

わが国のように類似した災害環境、対策技術をもつ国の支援が必要とされている。 

本プロジェクトは、特に地震が頻発する地域に強震計、全地球測位システム（GPS）及

び建物振動センサーを、またハイデラバード周辺地域に自動気象計測システム（AWS）を

設置することによって継続的にデータ収集が可能なモデルを構築すること、そして、それ

ら地震・気象データの配信と普及及び災害からの復旧・復興支援を支援する情報ネットワ

ークシステムを開発することを目標としている。 

このように本プロジェクトは、災害の予測、防災活動を可能とするとともに、災害発生

後の迅速な通信の復旧、並びに情報の収集と分析により効果的な救援活動を支援し、以後

の速やかな復旧・復興を可能とするための、正確で精密な情報把握を行うグローバル情報

ネットワークの技術的基盤の構築を目的として、2010 年 7 月から 2015 年 6 月まで（5 年

間）の予定で開始された。 
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（２）インド国政府の国家政策上の位置づけ 

インド政府には、防災政策及び防災ガイドラインを策定しそれらの実施を調整する機関

として、首相を議長とする国家防災委員会（NDMA）が設置されている。NDMA が策定し

た防災政策ガイドライン1の中で、地震に対する準備、減災、対応を強化する長期間の防災

プログラムの策定のためのシナリオ分析やシミュレーションモデリングの重要性を強調

している。リスク評価やシナリオ予測には各種データが必須であり、データが入手できな

い場合には仮定ベースのシナリオになってしまうことが危惧されている。また、気象災害

においては、AWS・リアルタイムデータ受信を含めた初期警戒システムの導入を推進して

おり、このような防災システムが適切に機能するためには、効率的なコミュニケーション

インフラが必要であることを強調している。特に情報通信技術（ICT）を中心としたさま

ざまなコミュニケーション形態を利用して特定の利用者のみならず、一般市民に自然災害

情報を提供していくことを強調している。 

 

１－２ 協力の内容 

（１）プロジェクト目標： 

① 継続的に地震及び気象データを収集するための情報ネットワークインフラが構築さ

れ、災害救援活動、復旧、復興を支援する技術的基盤が確立される。 

② 自然災害発生中/発生後の状況において、迅速な配置が可能な緊急通信システムと復

旧活動のためのデータを配信する強固な通信システムが開発される。 

 

（２）成果： 

１．センサーネットワークを通じた地震ハザード評価と脆弱性調査が実施される。 

（グループ１） 

２．先進的な電気通信技術を利用することにより、厳しい環境下でかつ限られた費用で配

置可能な（気象災害モニタリングのデータを収集するための）センサーネットワークプ

ロトタイプが開発される。（グループ２） 

３．緊急時/災害後の通信システム及びデータ処理システムが開発される。（グループ３）

４．災害時の減災と復旧のための情報共有基盤と災害管理システムが開発される。（グル

ープ４） 

 

（３）投入（評価時点）： 

＜日本側＞ 

   短期研究者派遣 延べ 71 名 

   インド側招聘研究者 延べ 22 名 

   供与機材 約 94.4 百万円 

   現地業務費（インド側招聘研究者派遣費含む） 約 24.1 百万円 

   業務調整員 1 名 

＜インド側＞ 

   カウンターパート配置（IITH、IITM、IITK、IIITH、IITB、IMD、CSIR-NRGI）37 名 

                                                        
1 National Disaster Management Guidelines – Management of Earthquakes, National Disaster Management Authority, Government of 

India, 2007 (http://ndma.gov.in/ndma/eqguidelines.htm) 

 National Disaster Management Guidelines - Management of Cyclones , National Disaster Management Authority, Government of India, 

2008 (http://ndma.gov.in/ndma/cycloneguidelines.htm) 
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   テレビ会議室・備品の提供 

   現地調査費 

   センサーの配置 

   補助人員の雇用 

   通信費等負担 

２．評価調査団の概要 

評価団構成 

団長／総括 松本 高次郎 独立行政法人国際協力機構（JICA）経済基盤

開発部 次長 

計画管理 竹内 知成 JICA経済基盤開発部 計画・調整課 兼 運

輸交通・情報通信第二課 

SATREPS 研究評

価計画リーダー 

本蔵 義守 東京工業大学名誉教授 

SATREPS 研究評

価計画２ 

月岡 康一 独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

研究評価計画１

／評価分析 

西村 邦雄 株式会社アイコンズ 顧問 

調査期間 2012 年 10 月 23 日～2012 年 11 月 10 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 成果レベルの実績 

（１）成果１：センサーネットワークを通じた地震ハザード評価と脆弱性調査が実施される。

（グループ１） 

［グループ１-ａ］ 

・2012 年 2 月までに強震計 28 セットが調達され、その内の 26 セットが 10 月 12 日までに

ヒマラヤ地域の裾野であるヒンドスタン平野（Indo-Gangetic Plains）に設置された。そ

れらを使用して地震関連のデータが収集、分析されている。 

・構築されたネットワークから十分なデータが得られた後に、ヒンドスタン平野の地下構

造（Subsurface structure）分析が開始される予定である。 

［グループ１-ｂ］ 

・8 セットの GPS が 2012 年 7 月までに調達された。その内の GPS2 セットが IITK とパン

ジャブ大学に設置され、2012 年 9 月から GPS による観測が開始されている。 

・ヒマラヤ地域の古地震活動に関連するデータが収集され、地震地図が作成されている。

また、光刺激ルミネセンス（OSL）機器が調達され、そのための研究ラボが既に IITK

に準備されている。 

［グループ１-ｃ］ 

・IIITH、パンジャブ大学及びアンドラ・プラデシュ州にあるラマッパ寺院（Ramappa 

Temple：約 800 年前に建立）がポータブル振動センサーによって観測された。 

・8 セットの建物振動センサーが調達され、その内の 2 セットが IIITH 及びパンジャブ大

学に設置された。残りの建物振動センサーは、2013 年 3 月までに配置される予定である。

この振動センサーを使用してパンジャブ大学の一つの建物の振動特性は解明された。 

・対象とされる建物に建物振動センサー、ネットワーク設備及び地域サーバーの設置準備

が行われている。 

 

（２）成果２：先進的な遠隔通信技術を利用することにより、厳しい環境下でかつ限られた費
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用で配置可能な（気象災害モニタリングのデータを収集するための）センサーネットワ

ークプロトタイプが開発される。（グループ２） 

・インドにおける気象条件に係るセンサーの要件が解明された。 

・AWS 6 セットが日本から調達された。IITH に暫定的に 1 セットが設置されている。IMD

ハイデラバード事務所に設置された AWS は、インドの厳しい気象条件及び不安定なネ

ットワークの接続状況にもかかわらず、2 年以上も稼働していることが実証されている。

また、中央乾燥地農業研究所（CRIDA）に設置された AWS は、収集データを GSM によ

って IMD ハイデラバード事務所に送信している。 

・IITH のセンサー物質開発研究所の活動が開始され、振動検出（vibration sensing）のテス

トに使用可能な無鉛圧電物質（lead-free piezoelectric material）が開発された。これは将

来、強震計に応用できる可能性がある。 

 

（３）成果３：緊急時/災害後の通信システム及びデータ処理システムが開発される。（グルー

プ３） 

・緊急時並びに被災後の通信システムがデザインされた。 

・ライト GSM 用、FM ラジオデータシステム（FM RDS）用、コールセンター用機器が調

達された。さらに、緊急時並びに被災後の通信システム（“I AM ALIVE”や“Person Finder”

のような利用を含む）の各コンポーネント開発がそれぞれ行われテストされた。 

・LTE と衛星通信機器は、2013 年 3 月までに調達するように計画されている。 

 

（４）成果４：災害時の減災と復旧のための情報共有プラットフォームと災害管理システムが

開発される。（グループ４） 

・被災者情報の収集並びにその情報の共有利用システムの試作品が、アンドロイド携帯上

のピア・トゥ・ピアコミュニケーションに基づくブルートゥースを使って利用可能であ

る。モバイルサーバーデータの同期化が開発され、被災者データはウェブでアクセス可

能である。 

・災害情報を共有するのに役立つ XML スキーマのアーキテクチャ（ドラフト）が開発さ

れた。 

・被災者情報のイクスポートファンクションが、グループ３とグループ４のデータベース

シンクロナイゼイション間の相互運用を可能にする PFIF に基づく XML を使用して利用

可能である。 

・センサーデータのためのストリーミングデータ処理システムが試作された。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトはインドにおける自然災害に対するインド国民並びにインド国政府の

ニーズに一致しており、インド国政府及び関係機関（NDMA）はそれぞれ５カ年計画及び

ガイドラインを作成している。 

① 第 11 次５カ年計画（2007～2012 年）の第９章の『災害管理』の項では、「開発プロセ

スでは防災、災害に対する準備及び減災に対し敏感である必要性がある」と記載されて

いる。さらに、第 12 次５カ年計画（2012～2017 年）Final Draft 版においても、第８章

『科学技術』、第 10 章『ガバナンス』、第 15 章の『通信』の項にてそれぞれ地震研究、

災害管理、迅速に構築可能な無線通信システム等に係る記載があり、本プロジェクトと
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類似する取り組みが重要視されていると考えられる。 

② 国家防災委員会（NDMA）は、自然災害管理情報通信システム、地震、津波、サイク

ロン、洪水、地滑り等の分野で『自然災害管理ガイドライン』を刊行している。 

 

また、本プロジェクトは、わが国の対インド国別援助計画（2006 年 5 月）において重点

課題のひとつとしている「（２）貧困・環境問題の改善」の ODA プログラムに一致してい

る。さらに、それは「(c)防災の視点を踏まえた取組」として「我が国の治山・治水や災

害時の情報伝達体制の整備などの経験を取り入れた防災支援が貧困対策の視点からも重

要である」としている。 

 

（２）有効性 

インドでは、地震、洪水及び地滑り等の自然災害が被災地の住民のみならずインド国政

府にとっても重大な問題である。このようなインド国において国民や関係機関に対し自然

災害の予報や被害状況の情報を提供することが重要であることを考慮すると、成果１（地

震災害のリスク軽減）と成果２（気象観測プラットフォーム構築）は、「地震及び気象デ

ータを継続的に収集するための情報ネットワークインフラを構築し、災害救援活動、復旧、

復興支援を支援する技術的基盤の確立」（プロジェクト目標１）に十分貢献するものであ

る。さらに、成果３（持続可能な通信基盤の構築）と成果４（緊急事態及び減災のための

情報通信プラットフォームの開発）は、「（自然災害発生時/発生後の状況に）迅速配置が

可能かつ強固な通信システムの開発」（プロジェクト目標２）に十分貢献するものである。

 

（３）効率性 

本プロジェクトの日本・インド国の研究者はスムーズに活動を実施することや効果的管

理についてお互い十分認識しており、当初計画と比べて一部の機材調達が遅れたものの、

現在、本プロジェクトの多くの供与機材はモニタリングやデータ収集等の活動に効率的に

使用されている。さらに、全グループの日本人・インド人研究者は両国間で情報を共有す

るためにインターネットやテレビ会議等を利用している。以下は、主な事例である。 

１）グループ１：地震災害のリスク軽減 

［グループ１-ａ］ 

強震計は、以下の観点からセンサーを最大限に利用し、かつ機器の効率性を向上さ

せるために学校（小中高校）に設置された。 

① 太陽光パネルを代替的に使用することによりバッテリーに蓄電し電力を保持

する。 

② 機器の安全を図る。 

③ 防災教育を教員と生徒に啓発する。 

［グループ１-ｂ］ 

費用と品質の観点から、当初予定していた日本製衛星写真ではなくインド製衛星写

真が購入された。 

［グループ１-ｃ］ 

政府関係者へ建物振動センサーの設置について十分な説明をした後、公共施設に設

置するための公的許可を得ることとしている。このような手順を踏むことによって個

人所有の建物へのセンサー機器設置が容易になるものと考えられる。 
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２）グループ２：気象観測プラットフォームの構築 

・ グループ２によって開発されたシステムアーキテクチャは、グループ４から提供され

るインフラ上で実施されるように計画されている。 

・グループ２によって収集された気象データは、被災状況のデータとしてグループ４に

利用される予定である。 

３）グループ３：持続可能な通信基盤の構築 

・ グループ３は、システム開発を効率的に行うための各活動の結果を共有するようにグ

ループ４と密に協働している。例えば、被災者情報管理システムのようなアプリケー

ションについては、インターフェイスやデータフォーム等についてグループ４から有

益な情報を得て開発している。 

４）グループ４：緊急事態及び減災のための情報通信プラットフォームの開発 

・グループ４は、グループ２とグループ３との間で緊密な共同連携を取っている。 

・ インド人研究者と日本人研究者は最新のシステムデザインと実装の情報を頻繁に交

換しており、このような交流はシステム開発に貢献している。 

 

（４）インパクト 

１）正のインパクト 

・日本とインド国のパートナーシップについて両国首相が「次なる 10 年に向けた日印

戦略的グローバル・パートナーシップの共同宣言ビジョン」（2010 年 10 月 25 日、東

京）の中で言及しているように、本プロジェクト実施による IITH と日本の学術研究

機関の交流を歓迎した。 

・本プロジェクトは、研究機関、インド工科大学、地方政府、エンジニア及び地球科学

者間に大きなシナジーを惹き起こしている。 

・ インドにおける科学者とエンジニアとの共同研究プロジェクトという新しいアプロ

ーチとして、本プロジェクトは同様の共同プロジェクトを始めようとする地方政府を

含む関係機関を促している。 

・ 本プロジェクトは日本人・インド人間の相互理解を促し、パートナーシップを促進し

ている。その結果として、日本人研究者の 1 名が IITH の客員准教授として初めて任

命された。 

・2012 年 10 月 29 日、パンジャブ大学で初めて開催された“DISANET アウトリーチプ

ログラム”に約 80 名が出席し、活発な議論が交わされた。このようなプログラムは

今後も継続的に開催される予定である。このようなプログラムは地方公務員や一般市

民の防災管理意識を促進するものである。 

・ 本プロジェクトで開発中の技術は、2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震後の

緊急時/被災後の事態に活用された。その際の経験が本プロジェクト諸活動に対する

貴重なフィードバックとなっている。 

２）負のインパクト 

本プロジェクトでは特にない。 

 

（５）自立発展性（見通し） 

インド政府は経済発展を促進するために第 11 次国家計画を策定し、現在、第 12 次国家

計画を策定中であるが、その中でインドの開発のための重大な課題のひとつとして自然災

害を取り上げている。このような事情を踏まえて、NDMA は各分野の『自然災害管理ガイ
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ドライン』を作成し、自然災害防止のために頒布している。このような状況があるため、

インド政府は必要な防災予算を計上することが期待される。さらに、本プロジェクトに参

加している既存の政府機関に加えて、本プロジェクトのグループ１はチャンディーガル市

役所とコンタクトを取って活動を行っている。またグループ３は、本プロジェクト成果を

地域社会に実装できるよう、NDMA や僻地で鉄道事故が起こった場合の緊急通信システム

を必要とするインド鉄道との議論を開始している。このように防災管理のために関連機関

を巻き込みながらの活動は、将来にわたる持続性の一つの発現である。 

 

３－３ プロジェクトの効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

本プロジェクト開始前から東京大学地震研究所とインド国立地球物理学研究所（NGRI）

との交流があったこと、また AWS による実測の経験や 2010 年 3 月の東日本大震災の被災

者の安否確認・情報収集活動の経験が諸活動の実施に貢献している。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

日本人研究者とインド人研究者は、電子メールや電話、テレビ会議を使って密なコミュ

ニケーションを保持している。 

 

３－４ 問題点及び問題点を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

特にない。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

JICA 規程の予算執行方法とインド側機関との習慣が異なっていたため、予算執行方法に

ついてインド側研修者の理解を得ることが困難であり、JICA 規程の説明及び双方の妥協点

に至るまでに約 1 年間を要した。このため、本プロジェクト開始後の 1 年余りは機材調達

が進まず、進捗に大きな影響を与えることとなった。この問題の背景としては、一般的な

技術協力プロジェクトのような技術移転を行う側・受ける側という関係ではなく、共同研

究者という関係で共同研究を行うという点で、これまでの技術協力と異なるスキームであ

ったことや、SATREPS スキーム自体の初年度案件として開始されたことが影響し、日本・

インド国の両関係者間において、案件形成段階でスキームや予算分担及び使途に係る認識

共有を十分に行うことが困難であったことが考えられる。 

 

３－５ 結 論 

 本プロジェクトの諸活動は多少の遅延はあったものの、プロジェクトの前半期間はおおむね

順調に実施されている。プロジェクトの後半期間に日本・インド国の研究者のより多くの活動

とより緊密な共同研究を進めることによって本プロジェクト目標の達成は期待できる。また、

本プロジェクトの科学的発見、技術、知識及び経験の蓄積は自然ハザード評価や自然災害に起

因するリスクの減災に貢献することが期待される。 
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３－６ 提 言 

 中間レビュー調査団の提言は以下のとおり。 

① 更なる密なコミュニケーション 

本プロジェクト達成のため、グループ間の更なる密なコミュニケーションが取られるべき

である。 

② 若い研究者の参加促進 

次世代の人間関係を築くため、日本・インド国のより多くの若い研究者が本プロジェクト

の活動に参加することを提言する。 

③ センサー物質開発研究所用機器の使用 

本プロジェクトは、2012 年 8 月の合同調整委員会（JCC）にて言及された研究成果を達成

するため、今後のセンサー物質開発研究所用機器の使用計画を策定すべきである。 

④ 気象観測用センサー配置の管理 

本プロジェクトは、グループ２の成果を達成するため、AWS によってモニターし収集デー

タを分析するために残りの AWS の配置計画を提出すべきである。また、本プロジェクトは

サイト選択、調達、データの質等のリスク管理を熟考すべきである。 

⑤ 機器の維持管理 

強震計のような機器は日本での特注品なので、本プロジェクト期間中並びに終了後はスペ

アパーツコストを含む機器の維持管理の方法について検討する必要がある。 

 

３－７ 教 訓 

① 研究開発のための共同研究プロジェクトは、当初計画を達成するためにプロジェクトの活

動進捗状況に合わせて柔軟に管理されることが重要である。 

② 科学技術研究協力プロジェクトの円滑な実施並びに効果的なプロジェクト管理のために

は、プロジェクト参加者全員のコンセンサスの一致と、さまざまな関係者間の情報共有が重

要である。 

③ 案件形成の段階でスキームや予算分担等に係る協議を十分行い、双方で合意することの重

要性を再認識する必要がある。特に SATREPS のような ODA になじみのない関係者が携わる

案件においては、たとえ文書上での合意に至ったとしても、必ずしも先方が内容を十分に理

解しているとはいえない場合もあり得る。この点を考慮し、案件形成時に丹念に時間をかけ

て相手方と協議を行い双方十分な共通理解を得ることが、その後のプロジェクトを大きく左

右するといえる。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査の背景・経緯 

インド国の多くの地域は、その地理的条件から自然災害の影響を受けやすい環境にある。特に

北部ヒマラヤ地域は、インドプレートとユーラシアプレートの収束境界に位置しており、中～大

規模の地震活動が活発な地域であり、過去 100 年間においても、マグニチュード 8 を超える大地

震が 3 回発生している。最近でも 2001 年にグジャラート地域にてマグニチュード 7.7、2005 年に

ムザファラバード地域にて、マグニチュード 7.6 の大地震が発生し、多大な被害を受けている。

地震ハザード評価はヒマラヤ地域の防災において重要な課題であるが、利用可能な歴史的記録・

データは包括的ではなく、入手可能な記録は限られている。また、ビハール、アッサム、西ベン

ガル及び北東諸州のように、毎年モンスーンの時期に発生する洪水や土砂崩れによる被害は甚大

であり、最近ではインド国南部カルナタカ州やアンドラ・プラデシュ州が集中豪雨による洪水や

鉄砲水に見舞われ、数百人が死亡、数百万人が家屋を失っている。このようにインド国では災害

潜在性が高いにもかかわらず、通信、電力、給水、物流などのインフラが十分に安定的に供給さ

れていないため、長年の間、政府の対策は被害者救出や支援などの災害発生後の緊急対応にとど

まる状態にあり、災害の予測、被災の軽減、復興といった分野の知見や技術の蓄積、対応能力が

十分とはいえない状況にある。 

このような状況から、最新の災害予測や対応技術に関する支援が必要とされていたところ、最

先端の情報通信技術（ICT）を活用した自然災害の減災と復旧支援における日本・インド両国の

連携強化と、自然災害といった地球規模の課題解決に向けた科学技術の発展に寄与することを主

な目的に、2010 年 7 月から 2015 年 6 月まで 5 年間の予定で｢自然災害の減災と復旧のための情報

ネットワーク構築に関する研究｣（DISANET）が地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）

として実施されることとなった。 

 

１－２ 調査の目的 

本中間レビュー調査では、インド国側の研究代表機関であるインド工科大学ハイデラバード校

（IITH）と合同で本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残

り期間の課題及び今後の方向性について確認し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを

目的として実施された。 

 

１－３ 調査団の構成 

本中間レビュー調査は以下の団員より構成され、実施された。 

 

担当 氏名 所属 調査期間 

団長／総括 松本 高次郎 独立行政法人国際協力機構（JICA）

経済基盤開発部 次長 

2012 年 11 月 3 日

～11 月 10 日 

計画管理 竹内 知成 JICA 経済基盤開発部 計画・調整課 

兼 運輸交通・情報通信第二課 

2012 年 10 月 28 日

～11 月 10 日 

SATREPS 研究評価

計画リーダー 

本蔵 義守 東京工業大学名誉教授 2012 年 11 月 4 日

～11 月 8 日 
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SATREPS 研究評価

計画２ 

月岡 康一 独立行政法人科学技術振興機構 

（JST） 

2012 年 10 月 28 日

～11 月 10 日 

研究評価計画１／

評価分析 

西村 邦雄 株式会社アイコンズ 顧問 2012 年 10 月 23 日

～11 月 10 日 

 

１－４ 調査日程 

調査日程については、付属資料１参照。 

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

DISANET の目的は、日本及びインドを例として、グローバルな情報ネットワークを活用して

継続的に地震や気象状況に係るデータを取集･分析する基盤を構築するとともに、災害発生時にお

いて短時間で被災地に対する情報インフラを提供することで、より効率的な救援･救出活動を支援

し、さらに災害情報の共有プラットフォームを提供することで復旧、復興に至る各段階で地域住

民や救援活動関係者の活動を情報流通の観点から支援する技術基盤を開発し、世界のさまざまな

国における自然災害に対応可能な総合的な防災情報プラットフォームを実現することである。 

この研究目的を実現するため、現在、DISANET では継続的に地震や気象状況に係るデータを

収集するための地震センサーや気象センサーをそれぞれヒマラヤ山脈周辺及びアンドラ・プラデ

シュ州内に設置している。さらに国際情報ネットワークインフラを構築するためのシステム設計

や、災害の早期把握・救援活動・復旧・復興を支援する情報プラットフォームの設計、プロトタ

イプの開発を進めている。具体的には、わが国側研究機関とカウンターパート（C/P）機関である

インド国側研究機関が 4 つのグループに分かれ、各グループが以下の目標達成に向けて研究活動

を行っている。 

 

【プロジェクトの目標】 

① 継続的に地震及び気象データを収集するための情報ネットワークインフラが構築され、

災害救援活動、復旧、復興を支援する技術的基盤が確立される。 

② 自然災害発生中/発生後の状況において、迅速な配置が可能な緊急通信システムと復旧活

動のためのデータを配信する強固な通信システムが開発される。 

【グループ１：地震災害の軽減】 

インド国において強震計･GPS･建物振動センサーの観測ネットワークを構築することによ

り、地震ハザード及び地震リスクの把握を進め、将来の地震災害を軽減することを目的とし

た研究活動。 

 

成果１：センサーネットワークを通じた地震ハザード評価と脆弱性調査が実施される。 

活動 1-1 強震計を設置する。 

活動 1-2 GPS 受信機を設置する。 

活動 1-3 建物振動センサーを設置する。 

【グループ２：気象観測プラットフォームの構築】 

気象災害の観測について、インド国内にて安価に展開可能なセンサーネットワークのプロ

トタイプを開発することを目的とした研究活動。 
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成果２：先進的な電気通信技術を利用することにより、厳しい環境下でかつ限られた費用で

配置可能な（気象災害モニタリングのデータを収集するための）センサーネットワ

ークプロトタイプが開発される。 

活動 2-1 ハイデラバード周辺に自動気象観測所（AWS）を設置する。 

活動 2-2 グループ３がセンサーの接続を保障し、センサーの接続性を確認する。 

活動 2-3 収集されたデータが IITH を通じて関心を有するグループ間で自由に交換され

る。 

【グループ３：持続可能な通信基盤の構築】 

大規模自然災害の発生を想定し、インド国を例として、被災地において短時間にインター

ネット等を用いて被災者が被災地外部と容易に通信連絡が取れる手段を提供するための機器

パッケージを開発し、運用可能とすることを目的とした研究活動。 

 

成果３：緊急時/災害後の通信システム及びデータ処理システムが開発される。 

活動 3-1 短期間で配置が可能なネットワークを構築する。 

活動 3-2 遅延に強いネットワークを構築する。 

活動 3-3 無線通信技術とブロードキャスティング技術を利用したマルチデータリンクネ

ットワークを構築する。 

活動 3-4 サービス技術の質を最適化する。 

活動 3-5 マルチキャストコミュニケーションを構築する。 

活動 3-6 分散データベースと分散処理にセキュリティを実装する。 

活動 3-7 大量のリアルタイムデータ処理を実現する。 

活動 3-8 収集したセンサーデータの処理を実施する。 

活動 3-9 グループ１と２の活動にネットワークシステムとデータ処理システムを提供す

る。 

【グループ４：緊急事態及び減災のための情報通信基盤の開発】 

さまざまな社会や文化、言語等の背景を考慮したうえで自然災害発生後の復旧･復興を行う

ために情報を活用する実用的な基盤を開発することを目的とした研究活動。 

 

成果４：災害時の減災と復旧のための情報共有基盤と災害管理システムが開発される。 

活動 4-1 分散データベース/アクセス制御システム、情報ポータルを開発する。 

活動 4-2 災害管理システムの運用ガイドラインを整備する。 

活動 4-3 分散データベース/アクセス制御システム、情報ポータルを実装/配置する。 
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第２章 中間レビュー調査の方法 
 

２－１ 調査設問と必要なデータ・評価指標 

 本中間レビュー調査は、「新 JICA 事業ガイドライン第１版」（2010 年 6 月）に沿って、本プロ

ジェクトの計画、実績及び実施プロセスを確認するため、最初に評価グリッド（和文）を作成し

て質問票（和文・英文）を作成・送付したうえで、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、自立発展性）の観点から評価を実施した。なお、本プロジェクトではプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（PDM）を作成していないため、評価グリッドは討議議事録（R/D；2010

年 3 月 17 日付け署名）に記載しているマスタープランを基に作成した。具体的な内容は以下のと

おりである。 

① 評価グリッドに沿って、投入・活動・成果・プロジェクト目標の進捗状況、達成状況を確

認する。 

② 評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）を用いて本プロジェク

トの達成状況を評価する。（下線部は中間レビューの重点項目） 

③ 貢献要因・阻害要因を抽出する。 

④ プロジェクト後半期間のための提言を導き出す。 

 

２－２ データ収集方法 

本中間レビュー調査では以下のデータを収集し、分析を行った。 

① 文献レビュー〔プロジェクト実施報告書、合同調整委員会（JCC）ミニッツ、全体研究計

画書、中間調査報告書等〕 

② 日本人研究者、インド人研究者に対する質問票調査とインタビュー 

③ 対象サイト視察と関係者へのインタビュー 

 

２－３ データ分析方法 

プロジェクトの活動・実績を、以下の評価５項目の観点から評価した。 

① 妥当性 

プロジェクト目標や上位目標が当該国の開発政策、受益者のニーズ、日本の援助方針等と

の整合性があるかを検証する。 

② 有効性 

成果がプロジェクト目標達成に貢献しているかどうか、またプロジェクト目標の達成状況

を判断する。 

③ 効率性 

投入の質、量、タイミングを分析し、投入や活動がプロジェクト成果の産出に効率的に貢

献したかどうかを検証する。 

④ インパクト 

プロジェクト実施によってもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果、また予期

していなかった正・負のインパクトを見る。 

⑤ 自立発展性 

プロジェクト終了後、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるか、政策、組
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織、財政、技術の観点から検証する。 

 

２－４ 評価調査の制約・限界など 

（１）少ない報告書 

研究分野、研究展開地域等が多岐にわたっているにもかかわらず、本プロジェクト開始後

の関連報告書（注）が少ないため、約 2 年間余にどのような活動が行われ、どのような問題

が生じたのかを机上調査のみで理解するのには限界がある。（なお、研究論文等は多い。） 

    注：JST/JICA に提出された実施報告書（2009 年、2010 年、2011 年） 

 JST/JICA に提出された中間報告書（2012 年） 

 JICA に提出された JCC ミニッツ（2011 年 8 月、2012 年 8 月） 

 

２－５ 科学技術的視点からの JST 側評価方法 

（１）JST 中間評価の評価項目 

JST 評価項目 主な視点 備考 

プロジェクト（研

究課題）のねらい

・地球規模課題解決に資する重要性 

・科学技術・学術上の独創性・新規性 

研究内容に変更あれ

ば、中間評価で実施。

国際共同研究目標

の達成 

・プロジェクト期間中の成果目標の達成度と

成果内容 

中間評価・事後評価で

実績に基づき評価。 

国際共同研究（活

動）の運営体制 

・研究運営体制 

・研究費管理 

・コンプライアンス 

中間評価・事後評価で

評価。 

科学技術の発展と

今後の展望 

・地球規模課題並びに相手国側への科学技術

向上への貢献 

・知的財産、論文・学会発表等（投稿先、引

用数）、成果品等 

・科学技術的成果の重要性（国内外の類似研

究との質的比較） 

・日本における科学技術の今後の展開・発展

性 

・日本の研究手法・制度・規格の普及など日

本の科学技術がもたらした影響・効果 

・日本人人材の育成（若手、グロバール化対応）

事後・追跡評価で評価

実施。 

中間評価で見込みを

含め評価。 

成果の活用・普及

持続的研究活動等

への貢献 

・人的交流の構築（留学生、研修、若手の育

成） 

・相手国側研究機関あるいは研究者の自立

性・自主性 

・社会実装、政策等への反映 

・成果を基とした研究・利用活動の持続的発

展 

事後・追跡評価で評

価。中間評価で見込み

を含め評価。 
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１）国際共同研究の進捗状況について 

・当初の研究計画から見た進捗状況や達成度等はどうか 

・新たな方向性や方針変更等、当初計画では想定されていなかった新たな展開が生じたか 

・成果の科学的・技術的インパクト、国内外の類似研究と比較したレベルや重要度はどう

か（質的な視点から） 

２）国際共同研究の運営体制について 

・研究チームの体制・遂行状況や研究代表者のリーダーシップは適当か 

・研究費の執行状況は効率的・効果的か（各グループの研究費は有効に執行されているか、

購入機器は有効に活用されているか、など） 

・コンプライアンスに基づいた国際共同研究が実施されているか 

３）科学技術の発展と今後の研究について 

・今後の研究の進め方は適当か（研究の方向性、相手国との協力状況、研究実施体制、研

究費） 

・今後見込まれる成果について（地球規模課題並び相手国側への科学技術向上への貢献、

日本における科学技術の今後の展開・発展性、日本の研究手法・制度・規格の普及など

日本の科学技術がもたらした影響・効果、成果の社会的なインパクトの見通しを含む） 

・日本人人材の育成を実施しているか（日本人若手研究人材の育成、グローバル化に対応

した日本人人材の育成、など） 

４）持続的研究活動等への貢献の見込みについて 

・人的交流の構築がどのように見込まれるか（相手国側研究機関あるいは研究者の自立

性・自主性） 

・成果を基とした研究・利用活動が持続的に発展していく見込みがあるか（政策等への反

映、成果物の利用、など） 

 

（２）JST 評価に際して 

１）JST 評価は、研究代表者による提供情報に基づき、国内領域別委員（評価者）による評

価会において絶対評価で行う。 

２）国内領域別委員（評価者）が利害関係者である場合は、評価に加わることはできない。

利害関係者の範囲は、以下のとおり。 

・被評価者と親族関係にある者 

・被評価者と大学においては同一の学科（大学院においては研究科の専攻をいう。）に所

属している者、独立行政法人等の研究開発機関においては同一の機関に所属している

者、民間企業においては同一の企業（完全子会社は同一の企業とみなす。）に所属して

いる者 

・緊密な共同研究を行う者（例えば、共同プロジェクトの遂行、共著研究論文の執筆、同

一目的の研究メンバー、あるいは被評価者の研究課題の中での研究分担者など、被評価

者と実質的に同じ研究グループに属していると考えられる者） 

・被評価者と密接な師弟関係あるいは直接的な雇用関係にある者 

・被評価者の研究課題と直接的な競争関係にある研究を行っている者 

・その他、機構が利害関係者と判断した者 
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なお、上記以外の場合であっても、利害関係を有すると自ら判断する場合には、評価に

加わることはできない。 

３）評価会に先立ち、評価者は、評価用資料（研究代表者作成の研究実施報告書等）にあら

かじめ目を通す。 

４）評価は、これまでの年次報告書、サイトビジット、シンポジウム、年次報告会等により

把握している進捗状況、評価用資料、評価会での研究代表者によるプレゼンテーション及

び意見交換などを総合的に勘案して行う。 

 

研究代表者に対して、評価結果を公表する前に、評価結果案について事実誤認がないかな

どの確認を行う。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

 マスタープランに基づき、日本人研究者・インド国研究者は以下の本プロジェクト活動を実施

した。 

 

３－１－１ 日本側の投入実績 

（１）日本人研究者派遣 

日本人研究者は短期研究者として 2010 年 7 月から 2012 年 11 月 9 日までに計 16 名、延

べ 71 名が派遣された。 

 

（２）インド人招聘研究者の本邦活動 

インド人招聘研究者は日本での活動/会議等のため計 19 名、延べ 22 名が派遣された。 

 

（３）供与機材 

本プロジェクトでは強震計、GPS 受信機、自動気象計測システム（AWS）、ビデオ会議

システム、サーバー及び PC 等、2012 年 8 月までに約 94.4 百万円の機器が購入された。 

 

（４）現地業務費 

本プロジェクトでは 2012 年 8 月までに現地業務費（インド人研究者の日本への招聘費

を含む）として約 24.1 百万円（15.6 百万インド・ルピー）が使用された。 

（注：為替レート 1 インドルピー = 1.544 円） 

 

（５）業務調整員 

本プロジェクトでは 2012 年 11 月 9 日までに 1 名の業務調整員が派遣された。 

 

３－１－２ インド側の投入実績 

（１）インド人研究者 

インド人研究者は、計 37 名である。 

 

（２）プロジェクトに対するインド側負担費等 

インド側による主要な負担は以下のとおり。 

①施設：実験室、テレビ会議室、事務室、機器が装備された場所/建物 

②人的貢献：大学院学生、補助人員 

③設置：各種センサー機器の設置 

④その他：フィールド調査費、インフラ施設（インターネット・電気・事務用品等） 

 

３－２ 成果の達成状況 

 本プロジェクト活動の主な達成状況は以下のとおり。 
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（１）成果１（グループ１）：地震災害のリスク軽減 

［グループ１-ａ］ 

・2012 年 2 月までに強震計 28 セットが調達され、そのうちの 26 セットが 10 月 12 日までに

ヒマラヤ地域の裾野であるヒンドスタン平野（Indo-Gangetic Plains）に設置された。 

・上記 26 セットを使用して地震関連のデータが収集、分析されている。強震計の残り 2 セッ

トも近日中に設置される予定である。 

・最大地動加速度等推定のための強震動数値モデル化、地震危険評価に向けた準備が進めら

れている。 

・構築されたネットワークから十分なデータが得られた後に、ヒンドスタン平野の地下構造

分析が開始される予定である。 

 

［グループ１-ｂ］ 

・2012 年 7 月までに 8 セットの GPS が調達された。そのうちの GPS 2 セットがインド工科

大学カンプール校（IITK）とパンジャブ大学に設置され、2012 年 9 月から GPS による観

測が開始されている。残りの GPS についても近日中に設置される予定である。 

・ヒマラヤ地域の古地震活動に関連するデータが収集され、地震地図が作成されている。 

・光刺激ルミネセンス（OSL）機器が調達され、そのための研究ラボが既に IITK に準備され

ている。 

・これまで地元の人々に断層と知られてはいたが、それが新活断層として科学的に確認され

た。 

・高分解能衛星画像を調達し画像解析によるデジタル標高モデル作成に着手した。 

・トレンチ発掘調査の準備を進めた。 

 

［グループ１-ｃ］ 

・国際情報工科大学ハイデラバード校（IIITH）、パンジャブ大学及びアンドラ・プラデシュ

州にあるラマッパ寺院（Ramappa Temple；約 800 年前に建立）がポータブル振動センサー

によって観測された。 

・8 セットの建物振動センサーが調達され、そのうちの 2 セットが IIITH 及びパンジャブ大

学に設置された。残りの建物振動センサーは、2013 年 3 月までに配置される予定である。 

・対象とされる建物に建物振動センサー、ネットワーク設備及び地域サーバーの設置準備は

行われている。 

・この振動センサーを使用してパンジャブ大学の一つの建物の振動特性は解明された。 

 

＊グループ１として、地震に対する啓発のため、パンジャブ大学で“DISANET アウトリー

チプログラム”を開催した。（2012 年 10 月 29 日） 

 

（２）成果２（グループ２）：気象観測プラットフォームの構築 

・インドにおける気象条件に係るセンサーの要件が解明された。 

・日本から自動気象計測システム（AWS）6 セットが調達された。 

・日本で十分稼働していた AWS が IMD Hyderabad Office、CRIDA 及び IITH に暫定的に設置
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された。そのうちのインド気象庁（IMD）ハイデラバード事務所に設置済みの AWS は、

インドの厳しい気象条件及び不安定なネットワークの接続状況にもかかわらず、2 年以上

も稼働していることが実証されている。また、中央乾燥地農業研究所（CRIDA）に設置さ

れた AWS は、収集データを GSM によって IMD ハイデラバード事務所に送信している。 

・インド工科大学ハイデラバード校（IITH）のセンサー物質開発研究所の活動が開始され、

振動検出（vibration sensing）のテストに使用可能な無鉛圧電物質（lead-free piezoelectric 

material）が開発された。これは将来、強震計に応用できる可能性がある。 

 

（３）成果３（グループ３）：持続可能な通信基盤の構築 

・緊急時/被災後の通信システムがデザインされた。 

・ライト GSM 用、FM RDS 用、コールセンター用機器が調達された。さらに、緊急時並び

に被災後の通信システム（“I AM ALIVE”や“Person Finder”のような利用を含む）の各コ

ンポーネント開発がそれぞれ行われテストされた。 

・LTE と衛星通信機器は、2013 年 3 月までに調達するように計画されている。 

 

（４）成果４（グループ４）：緊急事態及び減災のための情報通信プラットフォームの開発 

・必要とされる機器は既に調達され設置されている。 

・被災者情報の収集並びにその情報の共有利用システムの試作品が、アンドロイド携帯上の

ピア・トゥ・ピアコミュニケーションに基づくブルートゥースを使って利用可能である。

モバイルサーバーデータの同期化が開発され、被災者データはウェブでアクセス可能であ

る。 

・災害情報を共有するのに役立つ XML スキーマのアーキテクチャ（ドラフト）が開発され

た。 

・被災者情報のイクスポートファンクションが、グループ３とグループ４のデータベースシ

ンクロナイゼイション間の相互運用を可能にする PFIF に基づく XML を使用して利用可能

である。 

・センサーデータのためのストリーミングデータ処理システムが試作された。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクトの開始当初、インド側機関が JICA 規程による予算執行方法を理解するのに時

間を要したため、必要機材の調達が遅れたが、現在では 4 つの成果の活動はほぼ当初の予定どお

り順調に実施されている。そのため、プロジェクト目標である「プロジェクト終了時において、

研究全体として日本及びインドの両国、並びにその他多くの国で適用可能な災害情報システムに

関する総合的な仕様が確立されており、実用が可能であることが確認されていること」が期待さ

れる。 

また、本プロジェクトは日本人研究者・インド人研究者双方による共同研究プロジェクトであ

るため、プロジェクト目標を達成するのみではなく、その活動の外部への周知も目標のひとつで

あると考えられる。 

本プロジェクト開始後、これまで日本人研究者とインド人研究者は研究論文を発表し、さらに

本プロジェクトの活動を随時紹介・普及している（付属資料６参照）。 
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本プロジェクト目標は、①継続的に地震や気象データを収集するためのグローバル情報ネット

ワークインフラの構築、並びに②緊急時や復旧活動のために迅速かつ強固な通信システムの開発

であるが、プロジェクト開始後の 2 年余りの期間に日本人研究者とインド人研究者の相互理解は

深まってきており、日本人研究者・インド人研究者との共同研究による 4 グループの成果によっ

て本プロジェクト期間中に達成される見込みである。 

 

３－４ プロジェクトの実施体制・実施プロセス 

本プロジェクトは、現在、プロジェクト責任者として日本側研究者及びインド側研究者のなか

から 1 名ずつ Project Director を、管理責任者として日本側及びインド側研究者から Project 

Administrator を、また 4 つの成果ごとに日本側研究者及びインド側研究者からグループリーダー

を任命、インド研究機関事務方と日本側業務調整員が補助にあたって実施されている。 

本プロジェクトでは、日本人研究者が必要に応じて各関係機関（大学、政府機関）を短期間、

訪問し、かつインド人研究者が日本に短期間招聘されて共同研究を行う体制を取っている。通常、

両国の研究者はテレビ会議、電子メール及び電話等でコミュニケーションを保持し、双方、本プ

ロジェクトの進捗状況を把握して活動を柔軟に進めている。 

 

３－５ 実施プロセスにおける特記事項（効果発現の貢献・阻害要因） 

３－５－１ 効果発現の貢献要因 

（１）密なコミュニケーションの保持 

日本人研究者のインド滞在期間並びにインド人研究者の日本滞在期間は短いが、通常、

電子メールや電話、テレビ会議でコンタクトを取り合っている。 

 

（２）東京大学地震研究所とインド国立地球物理学研究所（NGRI）との交流 

東京大学地震研究所と NGRI 科学・産業研究委員会（CSIR）の Dr. R. K. Chadha とは本

プロジェクト開始以前から交流があったため、地震観測に係る諸活動への理解を得ること

が早かった。 

 

（３）気象観測グループリーダー江崎教授による AWS を使った実測経験と IMD の判断 

グループリーダー 江崎教授は、本プロジェクト開始以前から岡山県倉敷市において異

常気象や集中豪雨に対する防災・減災への応用を目的としたデジタル百葉箱の設置と運用

の経験をもつ。当初、IMD は AWS の設置に際し、気象専門家として世界気象機関（WMO）

の標準仕様にこだわっていたが、その後本プロジェクトの AWS は IMD が設置している

WMO 標準気象装置の補完装置として承認されることとなり、AWS の更なる設置が決まっ

ている。 

 

（４）研究代表機関・慶応義塾大学の宮城県栗原市の経験 

栗原市は 2008 年の岩手・宮城内陸地震で浮かび上がった孤立集落における通信手段の

断絶という課題に対処すべく災害時の情報緊急ホットラインシステム（VSAT 衛星通信）

の研究を慶応義塾大学に依頼し、同大学は東日本大震災の直後に同システムを導入して被

災者の安否確認や連絡、情報収集等の活動を行った。その経験が本プロジェクトに貢献し
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ている。 

 

（５）日本人研究員の IITH 客員准教授任命 

2012 年 7 月から本プロジェクトの日本人研究者 1 名が IITH の客員准教授として任命さ

れ（兼職：FRIENDSHIP（注）専門家）、本プロジェクトの円滑な進行に貢献している。 

注：インド工科大学ハイデラバード校 日印産学研究ネットワーク構築支援プロジェク

ト〔The Project for Future Researchers at IITH to Enhance Network Development with 

Scholarship of Japan（2012 年 1 月～2020 年 3 月）〕 

 

３－５－２ 効果発現の阻害要因 

（１）機材調達の遅れ 

2010 年 7 月の本プロジェクトの開始後、インド側機関が JICA 規程による予算執行方法

を理解するのに時間を要した。そのため機材調達が約 1 年遅延した。 

 

（２）センサー物質開発機器の設置の遅れ 

IITH の新校舎敷地に研究室のみが建築されているが、研究室には電気や水道が使用でき

る状態になっておらず、また警備状況も不十分である。そのため、センサー物質開発機器

が開梱されないまま仮校舎に保管されている。センサー物質の研究開発には時間を要する

ことが考えられるため、グループ２の成果に影響することが懸念される。 
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第４章 中間レビュー調査結果 
 

４－１ 評価５項目による分析 

４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトはインドにおける自然災害に対するインド国民並びにインド国政府のニー

ズに一致している。そのため、インド国政府並びに関係機関（国家防災委員会：NDMA）が、

以下の５カ年計画及びガイドラインを作成している。 

① 第 11 次５カ年計画（2007～2012 年）の第９章の『災害管理』の項では、「開発プロセス

では防災、災害に対する準備及び減災に対し敏感である必要性がある」と記載している。 

② NDMA は、自然災害管理情報通信システム、地震、津波、サイクロン、洪水、地滑り等

の分野で『自然災害管理ガイドライン』を刊行している。 

 

また、わが国の対インド国別援助計画（2006 年 5 月）に基づくと、本プロジェクトは日本政

府が重点課題のひとつとしている「（２）貧困及び環境問題の改善」の ODA プログラムに一致

している。さらに、それは「(c)防災の視点を踏まえた取組」として「我が国の治山・治水や

災害時の情報伝達体制の整備などの経験を取り入れた防災支援が貧困対策の視点からも重要

である」としている。 

以上から、本プロジェクトは日本・インド両国政府の政策に極めて一致するものである。 

 

４－１－２ 有効性 

インドでは、地震、洪水及び地滑り等の自然災害が被災地の住民のみならずインド国政府に

とっても重大な問題である。 

このようなインド国において国民や関係機関に対し自然災害の予報や被害状況の情報を提

供することが重要であることを考慮すると、成果１（地震災害のリスク軽減）と成果２（気象

観測プラットフォーム構築）は、「地震及び気象データを継続的に収集するための情報ネット

ワークインフラを構築し、災害救援活動、復旧、復興支援を支援する技術的基盤の確立」（プ

ロジェクト目標１）に十分貢献するものである。さらに、成果３（持続可能な通信基盤の構築）

と成果４（緊急事態及び減災のための情報通信プラットフォームの開発）は、「（自然災害発生

時/発生後の状況に）迅速配置が可能かつ強固な通信システムの開発」（プロジェクト目標２）

に十分貢献するものである。 

以上から、4 つの成果はプロジェクト目標を達成するために必要な条件である。 

 

４－１－３ 効率性 

日本側・インド側両国の貢献（投入）は［３－１ 投入実績］に記載のとおりである。本プ

ロジェクトの日本国・インド国の研究者はスムーズに活動を実施することや効果的管理につい

てお互い十分認識しており、当初計画と比べて一部の機材調達が遅れたものの、現在、本プロ

ジェクトの多くの供与機材はモニタリングやデータ収集等の活動に効率的に使用されている。

さらに、全グループの日本人・インド人研究者は両国間で情報を共有するためにインターネッ

トやテレビ会議等を利用している。 

以下は、本プロジェクトを効率的に実施している主な事例である。 
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（１）グループ１：地震災害のリスク軽減 

［グループ１-ａ］ 

強震計は、以下の観点からセンサーを最大限に利用し、かつ機器の効率性を向上させ

るために学校（小中高校）に設置された。 

①太陽光パネルを代替的に使用することによりバッテリーに蓄電し電力を保持する。 

②機器の安心安全を図る。 

③防災教育を教員と生徒に啓発する。 

［グループ１-ｂ］ 

費用と品質の観点から、当初予定していた日本製衛星写真ではなくインド製衛星写真

が購入された。 

［グループ１-ｃ］ 

政府関係者へ建物振動センサーの設置について十分な説明をした後、公共施設に設置

するための公的許可を得ることとしている。このような手順を踏むことによって個人所

有の建物にセンサー機器設置が容易になるものと考えられる。 

 

（２）グループ２：気象観測プラットフォームの構築 

・グループ２によって開発されたシステムアーキテクチャは、グループ４から提供される

インフラ上で実施されるように計画されている。 

・グループ２によって収集された気象データは、被災状況のデータとしてグループ４に利

用される予定である。 

 

（３）グループ３：持続可能な通信基盤の構築 

・グループ３は、システム開発を効率的に行うための各活動の結果を共有するようにグル

ープ４と密に協働している。例えば、被災者情報管理システムのようなアプリケーショ

ンについては、インターフェイスやデータフォーム等についてグループ４から有益な情

報を得て開発している。 

 

（４）グループ４：緊急事態及び減災のための情報通信プラットフォームの開発 

・グループ４は、グループ２とグループ３との間で緊密な連携を取っている。 

・インド人研究者と日本人研究者は最新のシステムデザインと実装の情報を頻繁に交換し

ており、このような交流はシステム開発に貢献している。 

 

４－１－４ インパクト 

（１）正のインパクト 

・日本とインド国のパートナーシップについて両国首相が「次なる 10 年に向けた日印戦

略的グローバル・パートナーシップの共同宣言ビジョン」（2010 年 10 月 25 日、東京）

の中で言及しているように、本プロジェクト実施によるインド工科大学ハイデラバード

校（IITH）と日本の研究学術機関との交流を歓迎している。 

・本プロジェクトは、研究機関、IIT、地方政府、エンジニア及び地球科学者間に大きなシ

ナジーを惹き起こしている。 
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・インドにおける科学者とエンジニアとの共同研究プロジェクトという新しいアプローチ

として、本プロジェクトは同様の共同プロジェクトを始めようとする地方政府を含む関

係機関を促している。 

・本プロジェクトは日本人・インド人間の相互理解を促し、パートナーシップを促進して

いる。その結果として、日本人研究者の 1 名が IITH の客員准教授として初めて任命さ

れた。 

・2012 年 10 月 29 日、パンジャブ大学で初めて開催された“DISANET アウトリーチプロ

グラム”に約 80 名が出席し、活発に議論が交わされた。このようなプログラムは今後

も継続的に開催される予定である。このようなプログラムは地方公務員を含む一般市民

の防災管理意識を促進するものである。 

・本プロジェクトで開発中の技術は、2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震後の緊

急時/被災後の事態に利用された。このような経験が本プロジェクト諸活動に対する貴

重なフィードバックとなっている。 

 

（２）負のインパクト 

本プロジェクトでは特にない。 

 

４－１－５ 自立発展性（見通し） 

［４－１－１ 妥当性］に既述したように、インド政府は経済発展を促進するために第 11

次国家計画を策定しているが、その中でインドの開発のための重大な課題のひとつとして自然

災害を取り上げている。このような事情を踏まえて、NDMA は各分野の『自然災害管理ガイド

ライン』を作成し、自然災害防止のために頒布している。このような状況があるため、インド

政府は必要な防災予算を計上することが期待される。 

さらに、本プロジェクトに参加している既存の政府機関に加えて、本プロジェクトは他政府

機関とのコンタクトを既に開始している。例えば、グループ１はチャンディーガル市役所を巻

き込みながら活動を行っている。またグループ３は、本プロジェクト成果を地域社会に実装で

きるよう、NDMA や、僻地で鉄道事故が起こった場合の緊急通信システムを必要とするインド

鉄道との議論を開始している。このように防災管理のために関連機関を巻き込むようなこれら

の活動は、将来にわたる持続性の一つの発現である。 

 

４－２ 結論 

本プロジェクトの結論として、プロジェクトの諸活動は多少の遅延はあったものの、プロジェ

クトの前半期間はおおむね順調に実施されている。プロジェクトの後半期間に日本国・インド国

研究者のより
．．

多くの活動とより
．．

緊密な共同研究を進めることによって本プロジェクト成果の達成

は期待できる。 

また、本プロジェクトの科学的発見、技術、知識及び経験の蓄積は自然ハザード評価や自然災

害に起因するリスクの減災に貢献することは確かである。 
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第５章 科学技術的視点からの評価 
 

５－１ 研究課題名 

自然災害の減災と復旧のための情報ネットワーク構築に関する研究（2010 年 7 月～2015 年 6

月） 

 

５－２ 研究代表者 

１．日本側研究代表者：村井 純（慶応義塾大学 教授） 

２．相手側研究代表者：U. B. Desai（インド工科大学ハイデラバード校・学長） 

 

５－３ 研究概要 

本研究では、自然災害の軽減と復旧、復興に至る各段階で地域住民や救援に関わる関係者の活

動を情報流通の観点から支援する技術基盤を開発し、世界のさまざまな国における自然災害に対

応可能な総合的な防災情報基盤を実現することを目的とする。具体的には、「(1) 地震災害の軽減」

「(2) 気象観測基盤の構築」「(3) 持続可能な通信基盤の構築」、及び「(4) 緊急事態及び減災の

ための情報通信プラットフォームの開発」に関する研究に取り組む。 

 

５－４ 評価結果 

総合評価（Ｂ：所期の計画以下の取り組みであるが、一部で当初計画と同等またはそれ以上の

取り組みもみられる。） 

 

4 グループで研究開発を進めているが、現在、観測研究機器・施設が設置されて計測が開始さ

れたばかりの段階にあり、特に気象観測基盤関連に遅れがみられる。また、グループ間の具体的

な連携のかたちやプロジェクト全体のロードマップがみえていない。 

ネットワーク化された気象センサー網の構築とローカルな気象観測の実証は、独創性・新規性

や科学技術の発展の観点から評価できる。持続可能な通信基盤の構築、情報通信プラットフォー

ムの開発、災害発生時の復旧と減災のための情報ネットワークの研究については着実に進展しつ

つあり、成果が期待できる。 

これらの進捗状況にかんがみ、全体としてはおおむね着実に研究が進展していると判断される

が、気象観測基盤の構築においてかなりの遅れがあると評価する。 

 

５－４－１ 国際共同研究目標の達成状況について 

グループ１に関しては、一部に遅れがあるものの機器の設置、観測網の整備などが順調に進

んでいる。オンライン化に関しては他のグループとの連携が必要なだけではなく、外国特有の

困難な点があるため早期に見通しを立てる必要がある。グループ２に関しては、ネットワーク

化された気象センサー網の構築とローカルな気象観測の実証という目的であれば順調な進捗

がみられるが、インドの気象観測網への実装面で課題を抱えている。グループ３に関しては、

当該研究グループの日本での研究をベースとして、インドでの整備も順調に進むものと思われ

る。グループ４に関しては、日本で行っているプロジェクトをインドに移設しただけの印象で、

具体的にどのような情報をどのように活用することで、どのような課題の解決につながるのか
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が不明確である。グループ３及び４は早急にグループ１及び２との連携のかたちを明確にする

とともに、オンライン化への支援が必要である。 

 

地震動データに基づく研究成果の社会へのアウトリーチとして、ワークショップを開催する

などして相互理解を深めている。また、ヒマラヤ地方の Chandigarh 市において、関連する研究

者や市の行政職員の参加するワークショップを開催し、ビルディングセンサーの設置と観測に

よる建物の安全性の確保の重要性に関して理解を深めている。 

 

５－４－２ 研究実施体制について 

各グループ内では適切な研究体制が構築されているものの、個別の研究グループが独自に活

動している状況にある。このため、各グループの有機的連携がいまだに不十分である。災害発

生時における情報ネットワークの評価は、地震や気象観測データの持続的なオンライン運用が

実証されることで一層高くなることから、4 つの研究グループを取りまとめ、連携を図ること

は、リーダーの重要な役割である。両国との研究の進め方の相違等については、互いのルール

に従い、両者の合意に基づいて実施しているが、グループ２については、相手研究機関の十分

な理解のうえでのプロジェクト推進が必要である。 

 

５－４－３ 科学技術の発展と今後の研究について 

ヒマラヤ地方は、歪み蓄積率が高いにもかかわらず中規模以上の地震が少ない点で、世界で

も特別な地域である。本共同研究では、当該地域を研究サイトとしてその原因解明に取り組む

ことで、わが国の地震防災に益する新たな知見の獲得が期待される。その際、日本の独自技術

である、速度型の強震動連続観測手法やインターネット接続の建物振動観測手法を活用するこ

とで、わが国の技術を相手国に普及させることもできる。 

また、国際的に展開可能な実用的災害時通信システムの実現方式を明らかにすることによ

り、日本の技術の優秀さを世界にアピールすることができる。 

さらに、地震・気象関連観測システムが情報基盤・ネットワークと有機的につながれば、そ

れを活用して科学技術の新たな展開・発展の道がひらけると期待される。また、災害時におい

ては、情報伝達手段の確保が喫緊の重要課題であり、本研究成果は災害時の救援活動等に大き

く寄与するものと期待できる。 

 

５－４－４ 持続的研究活動等への貢献の見込みについて 

わが国の支援でインドに新設されたインド工科大学ハイデラバード校（IITH）では、人的ネ

ットワークの構築、防災関連機関との良好な関係構築が進められていることから、地震関連研

究、情報関連研究において成果に基づいた研究・利用活動が持続的に展開していく可能性は高

い。現に、当初計画では想定できていなかった民間事業者利用の要望も出始めている。 

人材育成という観点では、IITH の優秀な学生がプロジェクトに参加していることから、今後

の研究活動の進展が期待される。 

わが国の学生や研究者と相手国研究者とが連携し共同で研究開発を実施することで人材交

流が活発化してきた。また、プロジェクトの研究員が現地大学（IITH）の教員になるなど、グ

ローバル化に対応した人材育成の面でも期待がもてる。 
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しかし、災害発生時に必要となる現地の防災機関、自治体との一層の連携、協力関係が具体

化しているとは言えない。気象観測に関しては、世界気象機関（WMO）基準に準拠しない自

動気象計測システム（AWS）を展開していることから、災害発生時など非常時の保守・設置が

容易な簡易システムとしての優位性は期待されるが、「現業用の気象観測の継続的運用」に資

するシステムという社会実装の点からは問題が残る。 

 

５－４－５ 今後の研究に向けての要改善点及び要望事項 

グループ２の気象観測基盤の遅れは何としても早急に解消すべきである。当初計画において

相手側とのすり合わせが十分でなかったことから、どのような設計とするかという初期段階か

ら調整を図らなければならない状態であり、新たな展開が必要となる可能性がある。設置予定

のセンサーが WMO 基準に準拠しないため、その有効性を明確化する目的でフィールド実験を

進めているが、これと並行して、相手機関との更なる協議が必要である。 

当初の計画を変更して、本システムの位置づけを「気象災害にも強いロバストなシステムと

する」など、新たな研究開発の方向を見いだす工夫があってもよいのではないか。例えば、密

に展開したネットワークの維持に関する研究、あるいは災害発生時等の緊急時の観測復旧のた

めのシステムに重点を置いた展開などを検討されたい。 

また、先端科学技術を用いた新センサーモジュールの研究開発の遅れは、相手側の研究開発

拠点形成の遅れが主たる原因であるにせよ、プロジェクト期間内に可能な方策への転換も視野

に入れた検討が望まれる。全体としては、研究スケジュールだけではなく社会実装、継続的研

究推進に至る本プロジェクトのロードマップを明確にすることが望まれる。 
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第６章 提 言 
 

６－１ 提 言 

中間レビュー調査団の提言は以下のとおり。 

 

① 更なる密なコミュニケーション 

本プロジェクト達成のため、グループ間の更なる密なコミュニケーションが取られるべき

である。 

② 若い研究者の参加促進 

次世代の人間関係を築くため、日本・インド両国のより
．．

多くの若い研究者が本プロジェク

トの活動に参加することを提言する。 

③ センサー物質開発研究所用機器の使用 

本プロジェクトは、2012 年 8 月の合同調整委員会（JCC）にて言及された研究成果を達成

するため、今後のセンサー物質開発研究所用機器の使用計画を策定すべきである。 

④ 気象観測用センサー配置の管理 

本プロジェクトは、グループ２の成果を達成するため、自動気象計測システム（AWS）に

よってモニターし収集データを分析するために、残りの AWS の配置計画を提出すべきであ

る。また、本プロジェクトはサイト選択、調達、データの質などのリスク管理を熟考すべき

である。 

⑤ 機器の維持管理 

強震計のような機器は日本での特注なので、本プロジェクト期間中と終了後のスペアパー

ツコストを含む機器の維持管理の方法について熟考する必要がある。 

 

６－２ 教 訓 

① 研究開発（R&D）のための共同研究プロジェクトは、当初計画を達成するためにプロジェ

クト活動の進捗状況に合わせてフレキシブルに管理されることが重要である。 

② 科学技術研究協力プロジェクトの円滑な実施並びに効果的なプロジェクト管理のために

は、プロジェクト参加者全員のコンセンサスの一致と、さまざまな関係者と共に情報共有を

図ることが重要である。 

 

 



 

 

  



 

付 属 資 料 
 

 

 １．調査日程 

 

 ２．主要面談者リスト 

 

 ３．M/M・中間レビュー報告書（英文） 

 

 ４．PO（プロジェクトフローチャート） 

 

 ５．評価グリッド 

 

 ６．プロジェクト目標に向けての業績リスト 

 

 ７．アウトリーチプログラム（付・写真） 
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１．調査日程

 
 

 

月 日 
団長／総括 計画管理 研究評価計画 1 

／評価分析 
SATREPS 

研究評価計画2 
SATREPS 

研究評価計画

リーダー 
松本高次郎 竹内知成 西村邦雄 月岡康一 本蔵義守 

10 月 23 日（火） 

 

 

ﾊｲﾃﾞﾗﾊﾞｰﾄﾞ着 

 

 

10 月 24 日（水） 片岡先生へのｲﾝﾀ

ﾋﾞｭｰ 

10 月 25 日（木） ｸﾞﾙｰﾌﾟ 4 ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ、

活動確認 

10 月 26 日（金） ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2、IMD 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ、活動確認

10 月 27 日（土） CRIDA 視察 

10 月 28 日（日） 移動（竹内、月岡：成田→ﾁｬﾝﾃﾞｨｰｶﾞﾙ） 
移動（西村：ﾊｲﾃﾞﾗﾊﾞｰﾄﾞ→ﾁｬﾝﾃﾞｨｰｶﾞﾙ） 

10 月 29 日（月） ｱｳﾄﾘｰﾁﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（ﾊﾟﾝｼﾞｬﾌﾞ大学）、 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ 1 ｻﾌﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ a、b 及び c 活動視察、ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

10 月 30 日（火） ｸﾞﾙｰﾌﾟ 1 ｻﾌﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ a、b 及び c 活動視察、ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

10 月 31 日（水） 団内打合せ 

11 月 1 日（木） 移動（ﾁｬﾝﾃﾞｨｰｶﾞﾙ→ﾁｪﾝﾅｲ） 

11 月 2 日（金） ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 活動確認 
ﾃﾚﾋﾞ会議（IITM⇔東京大学） 

11 月 3 日（土） ﾊｲﾃﾞﾗﾊﾞｰﾄﾞ着 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 の活動確認、ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

11 月 4 日（日） 団内打合せ ﾊｲﾃﾞﾗﾊﾞｰﾄﾞ着

11 月 5 日（月） MM 及びﾚﾋﾞｭｰ報告書（ﾄﾞﾗﾌﾄ）作成 

11 月 6 日（火） ｲﾝﾄﾞ側に MM 及びﾚﾋﾞｭｰ報告書（ﾄﾞﾗﾌﾄ）説明 

11 月 7 日（水） ｲﾝﾄﾞ側よりﾚﾋﾞｭｰ報告書（ﾄﾞﾗﾌﾄ）に対するﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ、 
MM 及びﾚﾋﾞｭｰ報告書（最終版）作成 ﾊｲﾃﾞﾗﾊﾞｰﾄﾞ発

11 月 8 日（木） MM 及びﾚﾋﾞｭｰ報告書署名 （成田着） 

11 月 9 日（金） 
移動：ﾊｲﾃﾞﾗﾊﾞｰﾄﾞ→ﾆｭｰﾃﾞﾘｰ 

ｲﾝﾄﾞ JICA 事務所及びｲﾝﾄﾞ日本大使館にて報告 
（移動：ﾆｭｰﾃﾞﾘｰ→成田） 
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1)インド側 

Prof. U. B. Desai  Director Indian Institute of Technology, 
Hyderabad (IITH) 

Prof. Rajender Kumar 
Chadha 

FNASc., Scientist G  
Head, Seismology 

National Geophysical Research 
Institute (NGRI), Hyderabad  

Prof. U.V. Varadaraju Dean R&D, Professor & Head of 
the Department 

Indian Institute of Technology, 
Madras (IITM) 

Prof. R. D. Koilpillai Department of Electrical 
Engineering 

Indian Institute of Technology, 
Madras (IITM) 

Prof. D. Jalihal Department of Electrical 
Engineering 

Indian Institute of Technology, 
Madras (IITM) 

Dr. M. V. Panduranga 
Rao 

Department of Computer 
Science& Engineering 

Indian Institute of Technology, 
Hyderabad (IITH) 

Dr. S. Kalyanasundaram Department of Computer 
Science& Engineering 

Indian Institute of Technology, 
Hyderabad (IITH) 

Dr. Javed N. Malik Active Tectonics & 
Paleoseismology 

Indian Institute of Technology, 
Kanpur (IITK) 

Dr. R. Pradeep Kumar Head, Earthquake, Engineering 
Research Center 

International Institute of 
Information Technology 
Hyderabad (IIITH) 

Dr. Ranjith Ramadurai Department of Material Science 
and Engineering 

Indian Institute of Technology, 
Hyderabad (IITH) 

Mr. G. Sudhakar Rao Director in-Charge, Scientist-E IMD 
Mr. Y. K. Reddy Scientist-E IMD 

 
2) 日本側 
纐纈 一起 地震研究所 教授 

災害科学系研究部門主任 
東京大学 

鷹野 澄 大学院 情報学環 
総合防災情報研究センター 教授 

東京大学 

江崎 浩 大学院 情報理工学系研究科 教授 東京大学  
武田 圭史  環境情報学部 教授 慶応義塾大学 
片岡 広太郎 JICA専門家 

IITH客員准教授 
慶応義塾大学 

樋口 晋一 一等書記官 在インド日本大使館 
江島 真也 事務所長 JICA インド事務所 
近藤 整 所員 JICA インド事務所 
佐々木 結 Lead Development Specialist JICA インド事務所 

  

２．主要面談者リスト
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３．M/M・中間レビュー報告書（英文）
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研究課題 JFY 
2010 

JFY 
2011 

JFY 
2012 

JFY 
2013 

JFY 
2014 

JFY 
2015 

グループ1：地震災害の軽減 
 

      

(1) 強震計 
- 強震計の調達 
 
- 現地観測点調査・選定 
 
- 強震計の設置 
 
- 強震計の連続観測・保守 
 
- データ収集・処理・解析 
 
- 震源マップの作成・改定 
 
- 地動PGA等の推定 
 
- 数学的モデル化 
 
- 地震ハザード評価 
 
- 最終報告書作成 
 

      

(2) GPS 
- 衛星データ、GPS機材の調達 
 
- システム開発、観測点の選定 
 
- 現地調査（活断層トレンチ調査、GPS
観測解析等）、データ解析 

- 活断層地図の作成、GPSデータと地質

データの比較検討、最終報告書作成 

      

(3) 建物センサー 
- 装置開発・試験観測 
 
- データ処理システム開発 
 
- 現地調査・観測装置の設置 
 
- 観測期間、データ解析 
 
- 改良・増設 
 
- 最終報告書作成 
 

      

  

４．PO（プロジェクトフローチャート）
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グループ2：気象観測プラットフォーム

の構築 
- 気象センサーネットワークの仕様検

討 
- 現地調査 
 
- 気象センサーのフィールドテスト 
 
- ハイデラバード周辺地域への展開 
 
- データ収集と評価 
 
- 気象データの収集と分析 
 
- 最終報告書作成t 
 

      

グループ3：持続可能な通信基盤の構築 
 
- 展開用機材の仕様決定 
 
- 共同研究環境構築 
 
- GSM/衛星を利用した通信パッケージ 
 
- Wi-Fiを利用した通信パッケージ開発 
 
- LTEを利用した通信パッケージ開発 
 
- 災害用デジタル放送サービスの完成 
 
- 最終報告書作成 
 
- 最終ワークショップの開催 
 

 
 

     

グループ4：緊急事態及び減災のための

情報通信プラットフォームの

開発 
- 災害対策ポータルの仕様検討 
 
- 災害時においても利用可能なクラウ

ドコンピューティング環境の構築 
- 災害対策ポータルプロトタイプ実装 
 
- 災害対策ポータルの試験運用 
 

 
 

     

注：JFY=年度 
               : 当初の計画                 : 実際の活動                 : 今後の計画 
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1. プロジェクトの実績 
項  目 指  標 実  績 

成果 1（地震災害の軽減） 
センサーネットワークを通じた

地震ハザード評価と脆弱性調査

が実施される。  

 
1-1 GPS 観測の結果などを利用し、ヒマラヤ地域で

発生した過去の被害地震の発生間隔や断層のすべ

り速度が評価される。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
[GPSサブグループ] 
 GPS観測点の適切な場所の調査・選定を行った。 
 システム開発、活断層トレンチ調査、GPS観測解析等を

開始した。 
 2012年7月までに8セットのGPSが調達された。その内の

GPS2セットがIITKとパンジャブ大学に設置され、2012
年9月からGPSによる観測が開始されている。残りの

GPSは設置場所の決定後、設置される予定である。 
 ヒマラヤ地域の古地震活動に関連するデータが収集さ

れ、地震地図が作成されている。 
 光刺激ルミネセンス（OSL）機器が調達され、そのため

の研究ラボが既にIITKに準備されている。 
 これまで地元の人々に断層と知られてはいたが、それが

新活断層として科学的に
．．．．

確認された。 
 高分解能衛星画像を調達し画像解析によるデジタル標

高モデル作成に着手した。 
 トレンチ発掘調査の準備を進めた。 

 1-2 ヒマラヤ地域における（最大加速度等の）強震動

予測と、強震計の観測記録による検証、ならびに

当該地域の距離減衰関係式の開発などの結果から

ヒマラヤ地域のプレート境界が三次元モデル化さ

れる。 
 
 
 
 
 
 

[強地震サブグループ ] 
 2012年2月までに強震計28セットが調達され、その内の

26セットが10月12日までにヒマラヤ地域の裾野である

ヒンドスタン平野（Indo-Gangetic Plains）に設置され

た。 
 上記26セットを使用して地震関連のデータが収集、分析

されている。強震計の残り2セットは配置される予定で

ある。 
 地動PGA等推定のための強震動数値モデル化、地震危険

評価に向けた準備が進められている。 
 構築されたネットワークから十分なデータが得られた

後に、ヒンドスタン平野の地下構造（Subsurface 

５
．
評
価
グ
リ
ッ
ド
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項  目 指  標 実  績 
structure）分析が開始される予定である。 

 1-3 ヒマラヤ地域チャンディーガル市のいくつかの

建物に、オンラインで構造力学的特性を調査する

ための建物振動観測機器が設置され、チャンディ

ーガル市の建物の脆弱性評価と災害発生後の対応

のためのツールが開発される。 
 
1-4 IITH キャンパスなどのいくつかの建物において

建物振動観測が実施され、それらの建物のヘルス

モニタリングが実施される。 
 

[建物振動センサーサブグループ] 
 IIITH、パンジャブ大学及びアンドラ・プラデシュ州に

あるラマンパ寺院（Ramappa Temple：約800年前に建

立）がポータブル振動センサーによって観測された。 
 8セットの建物振動センサーが調達され、その内の2セッ

トがIIITHとパンジャブ大学の建物に建物振動センサ

ー、ネットワーク設備及び地域サーバーが設置された。

この振動センサーを使用してパンジャブ大学の一つの

建物の振動特性は解明された。 
 残りの建物振動センサーは、2013年3月までに配置され

る予定である。 
成果 2（気象観測プラットフォ

ームの構築） 
先進的な電気通信技術を利用す

ることにより、厳しい環境下で

かつ限られた費用で配置可能な

（気象災害モニタリングのデー

タを収集するための）センサー

ネットワークプロトタイプが開

発される。 

 
 
2-1 現地において気象データを継続的に収集できる

安価なセンサーが開発される。 
2-2 気象データ分析を基に気象状況の危険を予測し

損害を見積もる能力が向上する。 
 

 
 
 インドにおける気象条件に係るセンサーの要件が解明

された。 
 日本からAWS6セットが調達された。 
 日本で十分稼働していたAWSがIMD Hyderabad 

Office、CRIDA及びIITHに暫定的に設置された。その

内の（IMD Hyderabad Office）に設置済みのAWS（live 
E! ノード）は、インドの厳しい気象条件及び不安定な

ネットワークの接続状況にも関わらず、2年以上もリア

ルタイムに稼働していることが実証されている。

CRIDAに設置されたAWS は、収集データをGSMによ

ってIMD Hyderabad Officeに送信している。 
 IITHのセンサー物質開発研究所の活動が開始され、振

動検出（vibration sensing）のテストに使用可能な無鉛

圧電物質（lead-free piezoelectric material ）が開発さ

れた。これは将来、強震計に応用できる可能性がある。 
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項  目 指  標 実  績 
成果 3（持続可能な通信基盤の

構築） 
緊急時/災害後の通信システム

及びデータ処理システムが開発

される。 

 
3-1 緊急時/災害後の通信システムが実装される。 
3-2 緊急時/災害後の通信システムインフラの導入運

用ガイドラインが整備される。 
3-3 共同教育を通じ、通信インフラを維持する人材が

育成される。 
3-4 リアルタイムでデータ処理が可能な情報共有イ

ンフラが実装される。 
3-5 セキュリティ/プライバシーに配慮した情報共有

インフラが実装される。 
 

 
 緊急時並びに被災後の通信システムがデザインされた。 
 ライトGSM用、FM RDS用、コールセンター用機器が

調達された。さらに、緊急時並びに被災後の通信システ

ム（”I AM ALIVE”や“Person Finder”のような利用を含

む）の各コンポーネント開発がそれぞれ行われテストさ

れた。 
 グループ4とインターフェースやデータフォーム等につ

いて密な共同研究を行っている。 
 LTEと衛星通信機器は、2013年3月までに調達するよう

に計画されている。 
成果 4（緊急事態及び減災のた

めの情報通信プラット

フォームの開発） 
災害時の減災と復旧のための情

報共有基盤と災害管理システム

が開発される。  

 
 
 
4-1 先進的な災害管理システムが開発される。 
4-2 災害管理システムの運用ガイドラインが整備さ

れる。 
 

 
 
 
 必要な機器は既に調達され設置されている。 
 過去の災害時における情報流通について調査し、災害ポ

ータルに必要な仕様を検討した。 
 災害時においても日本・インドのいずれかで稼働可能な

サービスの実現方式を検討した。 
 被災者情報の収集並びにその情報の共有利用システム

の試作品が、アンドロイド携帯上のピア・トウ・ピアコ

ミュニケーションに基づくブルートゥースを使って利

用可能である。モバイルサーバーデータの同期化が開発

され、被災者データはウェブでアクセス可能である。 
 災害情報を共有するのに役立つXMLスキーマのアーキ

テクチャ（ドラフト）が開発された。 
 被災者情報のイクスポートファンクションが、グループ

3とグループ4のデータベースシンクロナイゼイション

間の相互運用を可能にするPFIFに基づくXMLを使用

して利用可能である。 
 センサーデータのためのストリーミングデータ処理シ
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項  目 指  標 実  績 
ステムが試作された。 

プロジェクト目標 
1.継続的に地震および気象デー

タを収集するための情報ネッ

トワークインフラが構築さ

れ、災害救援活動、復旧、復

興支援を支援する技術的基盤

が確立される。 
2. 自然災害発生中/発生後の状

況において、迅速な配置が可

能な緊急通信システムと復旧

活動のためのデータを配信す

る強固な通信システムが開発

される。 

 
プロジェクト終了時において、研究全体として日本及

びインドの両国、並びにその他多くの国で適用可能な

災害情報システムについての総合的な仕様が確立され

ており、実用が可能であることが確認されていること。 

 
 本プロジェクト開始後、必要な機材の調達は遅れたが、

4 つの成果の活動は結果的にはほぼ当初の予定通り順調

に実施されている。また、プロジェクト開始後の 2 年余

月の期間に日本人研究者とインド人研究者の相互理解

は深まってきており、4 グループの共同研究開発による

成果によって、プロジェクト目標は達成される見込みで

ある。 
 本プロジェクトは日本・インド研究者双方による

R&D プロジェクトであるため、プロジェクト目標を

達成するのみではなく、その活動（研究開発等）の外

部への情報提供も大きな目標の 1 つであり、本プロジ

ェクト開始後、これまで日本人研究者とインド研究者

は研究論文を発表し、さらに本プロジェクトの活動を

随時紹介・普及に尽力している。 
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2. 実施プロセス 
項 目 調査事項 実  績 

2-1 プロジェクト運営管

理 

- プロジェクトの実施体制は適性に

機能しているか。 
 

本プロジェクトは、現在、プロジェクト責任者として日本側研究者及びインド側

研究者から１名づつ Project Director を、管理責任者として日本側及びインド側研

究者からから Project Administrator を、また 4 つの成果ごとに日本側研究者及び

インド側研究者からグループリーダーを任命、インド研究機関事務方と日本側業

務調整員が補助にあたって実施されている。 
- モニタリングはどのように実施さ

れているか。 
各研究者（日本人、インド人）が必要な時に適宜、モニターしている。 

- どのような問題が発生し対処して

きたか。 
機材調達の遅れに対し、JICA（及び日本人研究者）は粘り強く JICA 規定を説明

し、理解を得た。 
- PO/Flowchart（活動計画表）は活

用されているか。 
活用されている。 

2-2 プロジェクト内のコ

ミュニケーション 

- IITH と他機関との情報交換は行

われているか。 
チャンディーガル市役所、NDMA、インド鉄道等と情報交換を行っている。 

- 日本人研究者間、日本人研究者と

インド人研究者間のコミュニケー

ションは効果的に行われている

か。 

本プロジェクトでは、日本人研究者が必要に応じて各関係機関（大学、政府機関）

を短期間、訪問し、かつインド人研究者が短期間日本に招聘されて共同研究を行

う体制をとっている。通常、両国の研究者はテレビ会議、電子メール及び電話等

でコミュニケーションを保持し、双方、本プロジェクトの進捗状況を把握して活

動を柔軟に進めている。 
2-3 プロジェクトを実施

する過程での貢献要

因／阻害要因 

- プロジェクトの実施過程で生じて

いる問題はあるか。その原因は何

か。 

グループ 2 のセンサー物質開発機器の設置がなされていない。これは IITH の新校

舎敷地に研究室が完成したものの電気・水道等の設備がなく、かつセキュリティ

の問題があるためである。なお、電気・水道に係る許認可は政府の管轄である。 
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3.  評価５項目による評価 
3-1  妥当性 

 評価設問 
判断基準 達成状況 

大項目 小項目 

1.1 必要性 

(1)プロジェクト目

標とインド社会

ニーズとの整合

性 

1)プロジェクト目標はインド社会

のニーズに合致しているか？ 
プロジェクト目標とイ

ンド社会との整合性 
洪水、地震、地滑り等の自然災害はインド国民

とって人的物的に重大なダメージを与えるた

め、可能な限り自然災害発生の予防や災害発生

後の早急な援助、復旧・復興支援はインド社会

にとって重要なことである。このような理由か

ら本プロジェクト目標はインド社会のニーズに

一致している。 
2) プロジェクト目標は共同研究機

関（IITH 等）のニーズに合致し

ているか？ 

プロジェクト目標と共

同研究機関（IITH 等）

との整合性 

IITH は 2008 年 8 月に創立され、現在、優秀な

学生数 110 名程度の新工科大学である。この工

科大学は新校舎敷地を確保しており、新校舎を

建設して 1 万人程度の学生を要するような発展

段階にある。現在、工科大学として情報通信等

の充実化を図っているため、共同研究機関のニ

ーズに一致している。また、これまで NGRI に

よるヒマラヤ地域の地震観測は不十分であるた

め、当機関のニーズに合致するものである。さ

らに IMD は気象観測・予測にも関わっており、

当機関のニーズに一致するものである。 

1.2 重要度 

(1)プロジェクト目

標とインド国家

開発計画との整

合性 

1) プロジェクト目標はインド国家

開発計画に一致しているか？ 
プロジェクト目標とイ

ンド国家開発計画との

一致 

本プロジェクトはインドにおける自然災害に対

する国政府のニーズに一致しており、以下のよ

うにインド国政府は5ヵ年計画の中に記載し、ま

たNDMAはガイドラインを作成している。 
1)第11次5ヵ年計画（2007－2012年）の第9章の

『災害管理』の項では、「開発プロセスでは防

災、災害に対する準備及び減災に対し敏感で

ある必要性がある」と記載している。 
2) 国家防災委員会（NDMA）は、自然災害管理

情報通信システム、地震、津波、サイクロン、
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 評価設問 
判断基準 達成状況 

大項目 小項目 
洪水、地滑り等の分野で『自然災害管理ガイ

ドライン』を刊行している。 

(2) プロジェクト

と日本政府の

ODA 政策間の

整合性 

1) プロジェクトは日本政府の

ODA 政策に一致しているか？ 
プロジェクト目標と日

本 ODA 政策との整合

性 

日本政府の対インド国別援助計画（2006年5月）

の重点課題の一つとしている「(2)貧困及び環境

問題の改善」のODAプログラムに一致している。

さらに、それは「(c)防災の視点を踏まえた取組」

として「わが国の治山・治水あるいは緊急時の

情報通信システム開発の経験を取り入れた防災

支援が貧困対策の視点からも重要である」とし

ている。 

1.3 手段とし

ての妥当

性 

(1) プロジェクト

アプローチの妥

当性 

1) プロジェクトが選択したアプロ

ーチは妥当か？ 
アプローチの確認 インド国では地震やハリケーン等の自然災害が

甚大であるため、減災や早急な被災の復旧・復

興を図りインド国の経済発展に寄与し貧困削減

に資するため、プロジェクトのアプローチは妥

当である。 

(2)選択された共同

研究機関の（IITH
等）の妥当性 

1) 共同研究機関（IITH 等）が選択

したアプローチは妥当か？ 
共同研究機関や規模の

妥当性 
地震分野では CSIR-NGRI、気象分野では IMD、

情報分野では IITH、IITM、IITB、IIITH が C/P
であり、それら機関に属するインド人研究者は

高い専門性を持っているため、妥当である。 

(3)日本の技術的な

ノウハウや経験

の優越性 

1) 日本国内外で情報通信ネットワ

ーク構築プロジェクトの実施経

験を持つ日本は優越性がある

か？ 

国内外における情報通

信ネットワーク構築プ

ロジェクトに係る記録

日本は地震国であり、毎年の台風の襲来が自然

災害をもたらすため、日本は長年にわたり治山

治水、防災及び緊急時に対する情報通信システ

ムを開発してきた経験を持つ。 
(4) 他ドナーとの

関係 
1) 他ドナーとの関係はあるか？ 他ドナーの活動や内容 特にない。 

1.4 他の課題

(1)プロジェクトを

取り巻く環境変

化 

1) プロジェクト開始後、政策、経

済、社会等の分野で変化はある

か？ 

プロジェクト開始後の

政策、経済、社会等の

分野で変化 

特にない。 
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3-2  有効性 

 評価設問 
判断基準 達成状況 

大項目 小項目 

2.1 プロジェ

クト目標

達成の見

込み 

(1) プロジェクト

目標の妥当性 

1) プロジェクト終了までにプ

ロジェクト目標達成の可能

性は高いか？ 

PO/Flowchart と実際の

進捗状況との比較 
目標達成の可能性は高い。なお、政治的経済的な

混乱が生じた場合には目標達成に影響するが、本

プロジェクトではコントロール外である。 
2) プロジェクト指標の内容／

レベルは妥当か？ 
 
参考 
【プロジェクト指標】 
プロジェクト終了時において、

研究全体として日本及びイン

ドの両国、並びにその他多くの

国で適用可能な災害情報シス

テムについての総合的な仕様

が確立されており、実用が可能

であることが確認されている

こと。 

PO/Flowchart と実際の

進捗状況との比較 
本プロジェクトでは、成果 1（地震災害のリスク

軽減）、成果 2（気象観測プラットフォーム構築）、

成果 3（持続可能な通信基盤の構築）及び成果 4
（緊急事態及び減災のための情報通信プラットフ

ォームの開発）を達成することにより、プロジェ

クト目標が達成されるが、その指標は成果 1 から

成果 4 の総合的なものとなっている。そのため、

指標の内容及びレベルは妥当であると考えられ

る。 

2.2 因果関係

(1) プロジェクト

目標の達成に対

する成果の貢献

要因 

1) ４つの成果はプロジェクト

目標を達成するのに十分

か？ 
 

PO/Flowchart と実際の

進捗状況との比較 
プロジェクト目標を達成するために 4 つの成果で

十分である。 

(2) プロジェクト

目標の達成に対

する阻害要因 

1) プロジェクト目標達成の進

捗を阻害するような、あるい

は遅滞ささせるような内

的・外的要因はあるか？ 

PO/Flowchart と実際の

進捗状況との比較 
グループ 2 のセンサー物質開発機器の設置が遅れ

ているが、既に建設された研究室に電気と水道を

設置するためには政府の承認が必要である。その

ため、電気・水道の設置承認が遅れるとグループ

2 の成果に影響することが考えられる。しかしな

がら、プロジェクト目標達成を阻害する大きな要

因ではない。 
2) 成果からプロジェクト目標

に至る外部条件として何が

PO/Flowchart と実際の

進捗状況との比較 
特にない。 



－
73
－

 
 

 評価設問 
判断基準 達成状況 

大項目 小項目 
あるか？ 
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3-3  効率性 

 評価設問 
判断基準 達成状況 

大項目 小項目 

3.1成果の達成

(1)スケジュール通

りの成果の達成、

阻害要因 

成果 1（地震災害の軽減） 
センサーネットワークを通じた

地震ハザード評価と脆弱性調査

が実施されているか？ 

 
PO/Flowchart と実際

の進捗状況との比較 

当初計画と比べて一部の機材調達が遅れたものの、

現在、本プロジェクトの多くの供与機材はモニタリ

ングやデータ収集等の活動に効率的に使用されて

いる。さらに、全グループの日本人・インド人研究

者は両国間で情報を共有するためにインターネッ

トやテレビ会議等を利用している。 
レビュー調査時点で、結果的には遅れはあるものの

ほぼスケジュールに沿って諸活動は実施され、4 つ

の成果は達成されつつある。下記は、本プロジェク

トを効率的に実施している主な事例である（以下、

成果 2～4 も同様）。 
 
[グループ1‐a] 
強震計は、以下の観点からセンサーを最大限に利

用し、かつ機器の効率性を向上するために学校（小

中高校）に設置された。 
i) 太陽光パネルを代替的に使用することにより

バッテリーに蓄電し電力を保持する。 
ii) 機器の安心安全を図る。 
iii) 防災教育を教員と生徒 啓発する。 

[グループ1‐b] 
費用と品質との観点から、当初に予定していた日

本製衛星写真ではなくインド製衛星写真が購入さ

れた。 
 [グループ1‐c] 

政府関係者へ建物振動センサーの設置について

十分な説明をした後、本プロジェクトは公共施設に

設置するための公的許可を得ることとしている。こ

のような手順を踏むことによって個人所有の建物
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 評価設問 
判断基準 達成状況 

大項目 小項目 
にセンサー機器設置が容易になるものと考えられ

る。 
成果 2（気象観測プラットフォ

ームの構築） 
先進的な電気通信技術を利用す

ることにより、厳しい環境下で

かつ限られた費用で配置可能な

（気象災害モニタリングのデー

タを収集するための）センサー

ネットワークプロトタイプが開

発されているか？ 

 
 
PO/Flowchart と実際

の進捗状況との比較 

 
 
1)グループ2によって開発されたシステムアーキテ

クチャは、グループ4から提供されるインフラ上

で実施されるように計画されている。 
2)グループ2によって収集された気象データは、被

災状況のデータとしてグループ4に利用される予

定である。 

成果 3（持続可能な通信基盤の

構築） 
緊急時/災害後の通信システム

及びデータ処理システムが開発

されているか？ 

 
PO/Flowchart と実際

の進捗状況との比較 

 
1)グループ3は、システム開発を効率的に行うため

の各活動の結果を共有するようにグループ4と密

に協働している。例えば、被災者情報管理システ

ムのようなアプリケーション開発は、インターフ

ェイスやデータフォーム等についてグループ4か
ら有益な情報を得て開発している。 

成果 4（緊急事態及び減災のた

めの情報通信プラットフォー

ムの開発） 
災害時の減災と復旧のための情

報共有基盤と災害管理システム

が開発されているか？ 

 
 
 
PO/Flowchart と実際

の進捗状況との比較 

 
 
 
1)グループ4は、グループ2とグループ3との間で緊

密な連携を取っている。 
2)インド人と日本人研究者は最新のシステムデザ

インと実装の情報を頻繁に交換しており、このよ

うな交流はシステム開発に貢献している。 
(2)成果指標のレベ

ル／内容の妥当

性 

各成果の指標のレベル／内容は

妥当ですか？ 
PO/Flowchart と実際

の進捗状況との比較 
妥当である。 

3.2 因果関係 (1)成果を達成する 1) 各活動は予定通りに実施さ PO/Flowchart と実際 開始後約 1 年は機材等の調達遅延が生じたが、その
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 評価設問 
判断基準 達成状況 

大項目 小項目 
活動の充足度 れているか？ の進捗状況との比較 後は結果的にはほぼ順調に各活動が実施されてい

る。 
2)活動から成果に至る過程にお

いて外部条件として何がある

か？ 

PO/Flowchart と実際

の進捗状況との比較 
「グループ 2 のセンサー物質開発機器を設置する

研究室に電気・水道を引き込むための政府の承認が

得られる。」 

3.3 投入の遂

行 

(1)達成された成果

の視点からの投

入の妥当性を達

成 

1) 投入の仕様、数量、タイミン

グ、価格は妥当だったか？ 
インド側と日本側によ

る投入の仕様／量／タ

イミング／価格／維持

管理／訪日ミーティン

グの確認 

機材の仕様は研究者が決めており、機材の数量及び

価格は当初予算に沿っているおり、妥当である。し

かし、機材調達のタイミングは JICA 規定とインド

側関係機関の習慣の齟齬により遅れた。 

3.4 効率性に

影響した

要因 

(1)現地リソースの

効果的な活用 

1) プロジェクトは既存施設・機

器を活用しているか？ 
既存の施設・機器等の

確認 
グループ 1-a は公的施設（学校、パンジャブ大学）

における強震計を設置、1-b と 1-c はパンジャブ大

学の既存建物を利用して GPS 及び建物振動センサ

ーを設置、グループ 2 では公的機関である IMD 及

び CRIDA の敷地での AWS 設置場所として活用し

ている。また、各グループは大学等既存施設の通信

機器（インターネット、テレビ会議室等）を十分活

用している。 

(2)外的要因の影響 

1) 成果を達成するために貢献

要因や阻害要因はあるか？ 
成果に貢献あるいは阻

害した要因の確認 
[貢献要因] 
本プロジェクトの C/P 機関でない機関（NDMA、

インド鉄道会社等）が本プロジェクトの活動／成果

に関心を持ち始めていること。 
[阻害要因] 
グループ 2 のセンサー物質開発機器の設置に係る

政府による電気・水道等インフラ承認の遅れ。 

(3)他プロジェクト

との協力 

1) 日本の他プロジェクトや他

ドナー等との協力関係はあ

るか？ 

他機関／組織との協力

の有無 
特にない。 
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3-4  インパクト 

 評価設問 
判断基準 達成状況 

大項目 小項目 

4.1 効果 
(1) ポジティブ

／ネガティ

ブな影響 

1) 政策、法律、制度、標準

等を整備するような影響

はありますか？ 

調査現時点での確

認 
(1) 正のインパクト 
 日本とインド国のパートナーシップについて両国首相

が「次なる10年に向けた日印戦略的グローバル・パー

トナーシップの共同宣言ビジョン」（2010年10月25日、

東京）の中で言及しているように、本プロジェクト実

施によるIITHと日本の研究学術機関の交流を歓迎し

た。 
 本プロジェクトは、研究機関、インド工科大学、大学、

地方政府、エンジニア及び地球科学者間に大きなシナ

ジーを惹き起こしている。 
 インドにおける科学者とエンジニアとの共同研究プロ

ジェクトという新しいアプローチとして、本プロジェ

クトは同様の共同プロジェクトを始めようとする地方

政府含む関係機関を促している。 
 本プロジェクトは日本人・インド人間の相互理解を促

し、パートナーシップを促進している。その結果とし

て、日本人研究者の1名がIITHの客員准教授として初め

て任命された。 
 本プロジェクトで開発中の技術は、2011年3月に発生し

た東北地方太平洋沖地震後の緊急・被災後の事態に利

用された。このような経験が本プロジェクト諸活動に

対する貴重なフィードバックとなっている。 
 2012年10月29日、パンジャブ大学で初めて開催された

“DISANETアウトリーチプログラム”に約80名が出席

し、活発に議論された。このようなプログラムは今後

も継続的に開催される予定である。このようなプログ

ラムは地方公務員を含む一般市民の防災管理意識を促

進するものである。 
(2) 負のインパクト 
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本プロジェクトでは特にない。 
2) ジェンダー、貧困に対し、

社会／文化的な影響はあ

りますか？ 

調査現時点での確

認 
特にない。 

3) インドのコミュニティに

対し経済的な影響はあり

ますか？ 

調査現時点での確

認 
特にない。 

4) 環境的な影響はあります

か？ 
調査現時点での確

認 
特にない。 

5) 技術的な影響はあります

か？ 
調査現時点での確

認 
技術を含めた R＆D という視点から日本人・インド人が相

互に影響し合っている。 
6) 社会に及ぼした影響はあ

りますか？ 
調査現時点での確

認 
特にない。 
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3-5  自立発展性（見通し） 

 評価設問 
判断基準 達成状況 

大項目 小項目 

5.1 効果の持

続性 

(1) プロジェクト

実施による結果

に対する阻害要

因／貢献要因 

1)  政策面  
a) インド政府の支援は継続されるか？

 
 
 
 
 
 

 
調査時点での確認 

インド政府は経済発展を促進するために第 11
次国家計画を策定しているが、その中でインド

の開発のための重大な課題の 1 つとして自然災

害を取り上げている。また、このような事情を

踏まえて、NDMA は各分野の『自然災害管理ガ

イドライン』を作成し、自然災害防止のために

頒布している。このような状況があるため、イ

ンド政府は必要な防災予算を計上することが期

待される。 
b) 地震、気象及び情報通信ネットワー

クに関連する法律／規制等が改善さ

れるか？ 

 調査時点では不明であるが、本プロジェクトで

発現する成果が地震、気象及び情報通信ネット

ワークに関連する法律／規制等の改善に影響す

る可能性はある。 
2) 制度面 
a) IITH その他機関の意思決定過程は

適切に機能しているか？ 

 
調査時点での確認 

 
適切に機能している。 

b) IITH その他機関は情報通信ネット

ワークを構築するための活動計画を

作成する能力があるか？ 

 十分備わっている。 

c) IITH その他機関は情報通信ネットワ

ークを構築するための活動を管理す

る能力を持っているか？ 

 十分備わっている。 

3) 財務面 
a) 必要な予算は執行されるか？ 

 
調査時点での確認 

 
地震・気象観測、並びに自然防災等に係る政府

予算は執行されるものと期待される。 
4) 技術面 
a) プロジェクトで使用された日本の技

術は受け入れられているか？ 

 
調査時点での確認 

 
インド側研究者（C/P）は当該専門分野で高い

専門性を有しており、日本の技術／知識／経験

は十分受け入れられている。 
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b) プロジェクトによって研究開発され

た技術を拡大あるいは改善する制度

はあるか？ 

 本プロジェクトの関係機関に備わっている。 

5) 研究体制面 
   IITH その他機関は自ら研究する体

制になっているか？ 

 
調査時点での確認 

 
研究体制は十分備わっている。 

6) 社会／文化／環境面 
  ジェンダー、貧困層、社会的脆弱者に

対する配慮不足によって生じる阻害

要因はあるか？ 

 
調査時点での確認 

 
特にない。 

 
 
  



－81－

 
 

 

 
1. 研究論文 
1) D. Srinagesh, S. K. Singh, R. K. Chadha, A. Paul, G. Suresh, M. Ordaz, and R. S. 

Dattatrayam, Amplification of Seismic Waves in the Central Indo-Gangetic Basin, India, 
Bulletin of the Seismological Society of America, October 2011, v. 101, p. 2231-2242, 
doi:10.1785/0120100327. 

2) Javed N. Malik, M. Shishikura, T. Echigo, Y. Ikeda, K. Satake, H. Kayanne, Y. Sawai, 
C.V.R. Murty and O. Dikshit: Geologic evidence for two pre-2004 earthquakes during 
recent centuries near Port Blair, South Andaman Island, India. Geology, 39-6, 559-562, 
2011. 

3) Hideya Ochiai, Hiroki Ishizuka, Yuya Kawakami and Hiroshi Esaki, "A DTN-Based 
Sensor Data Gathering for Agricultural Applications", IEEE SENSORS Journal, Vol.11, 
No.11, pp.2861-2868, November, 2011. 

4) Hiroshi ESAKI, "A Consideration on R&D Direction for Future Internet 
Architecture"(other link), Special Issue on Next Generation Networks (NGNs), 
INTERNATIONAL JOURNAL OF COMMUNICATION SYSTEMS (IJCS), Vol.23, Issue 
6-7, pp.694-707, April 2010. 

5) Kotaro Kataoka, Keisuke Uehara, Masafumi Oe, Jun Murai, "Design and Deployment of 
Post-Disaster Recovery Internet in 2011 Tohoku Earthquake", Special Section: Future 
Internet Technologies against Present Crises, IEICE, 2012. (Accepted for publication)  

6) Mohamad Dikshie Fauzie, Achmad Husni THAMRIN, Rodney VAN METER, Jun Murai, 
"Bittorrent Swarms Dynamics", Special Section: Frontiers of Information Network 
Science, IEICE, 2012. (Accepted for publication) 

7) Malik, J. N. et al., Active fault, fault growth and segment linkage along the Janauri 
anticline (frontal foreland fold), NW Himalaya, India, Tectonophysics, 483, 327–343, 
2010. 

8) Malik, J.N. et al., Paleoseismic evidence from trench investigation along Hajipur fault, 
Himalayan Frontal Thrust, NW Himalaya: Implications of the faulting pattern on 
landscape evolution and seismic hazard, Journal of Structural Geology, 32, 350–361, 
2010. 

9) Hajime Tazaki, Rodney Van Meter, Ryuji Wakikawa, Keisuke Uehara, Jun Murai. 
NAT-MANEMO: Route Optimization for Unlimited Network Extensibility in MANEMO. 
Journal of Information Processing, Vol. 19 (2011) pp.118-128, 2011. 

10) Hajime Tazaki, Rodney Van Meter, Ryuji Wakikawa, Thirapon Wongsaardsakul, 
Kanchana Kanchanasut, Marcelo Dias de Amorim, Jun Murai. MANEMO Routing in 
Practice: Protocol Selection, Expected Performance, and Experimental Evaluation. IEICE 
Transactions on Communications, 93(8):2004-2011, August 2010. 

11) Takano, K. and T. Ito, Seismic Disaster Mitigation in Urban Area by using Building 
Vibration Observation of Weak Earthquake Ground Motion: an Approach of the IT 

６．プロジェクト目標に向けての業績リスト



－82－

 
 

Kyoshin Seismometer for Buildings, 2010 AGU Fall Meeting, San Francisco, California, 
USA, 13–17 December, American Geophysical Union, 2010. 

12) M. Yamanouchi, R. Miyagi, S. Matsuura, S. Noguchi, K. Fujikawa, and H.Sunahara, "A 
Distribute Publish/Subscribe System for Large Scale Sensor Networks", Handbook of 
Date Intensive Computing.", Springer, Part 4, pp. 753-777, 2011. 

13) Keiji Takeda, "New Application of Network and its Issues in Cloud Network Era", 
Technical Workshop on Large Scale Networks. Chennai, India, 7 Aug. 2012. 

 
2. 国際学会発表及び主要な国内学会発表（口頭発表） 
1) R. Chadha, D. Srinagesh, S. Singh, Ground Motion prediction and crustal structure across 

Indo-Gangetic Plains for assessing earthquake hazard due to Himalayan earthquakes, 
2011 International Union of Geodesy and Geophysics (IUGG) , Melbourne, Australia, 28 
June – 7 July, 2011. 

2) Hideya Ochiai, Kenji Matsuo, Satoshi Matsuura and Hiroshi Esaki, "A Case Study of 
UTMesh: Design and Impact of Real World Experiments with Wi-Fi and Bluetooth 
Devices", IEEE SAINT, EUCASS workshop, July, 2011. 

3) Hiroshi Esaki, “Live E! Project: Establishment of Infrastructure Sharing Environmental 
Information”, AOGS-AGU(WPGM) Joint Assembly, IWG18, Singapore, August 2012.   

4) Romain Fontugne, Jorge Ortiz, David Culler and Hiroshi Esaki, "Empirical Mode 
Decomposition for Intrinsic-Relationship Extraction in Large Sensor", First International 
Workshop on Internet of Things Applications (IoT-App), IEEE/ACM CPS Week 2012 
BEIJING, April 2012.  

5) Hiroshi Esaki, Hideya Ochiai, "GUTP and IEEE1888 for Smart Facility Systems using 
Internet Architecture Framework", 1st IEEE Workshop on Holistic Building Intelligence 
through Sensing Systems (HOBSENSE), cooperating with IEEE DCOSS, Barcelona, 
Spain, June 2011. 

6) Hideya Ochiai, Masaya Nakayama, Hiroshi Esaki, "Hop-by-Hop Reliable, Parallel 
Message Propagation for Intermittently-Connected Mesh Networks", IEEE Internatoinal 
Symposium on a World of Wireless Mobile Multimedia Networks (WoWMoM) 2011, Lucca, 
Italy, June 2011. 

7) Hideya Ochiai, Masahiro Ishiyama, Tsuyoshi Momode, Noriaki Fujiwara, Kosuke Ito, 
Hirohito Inagakim Akira Nakagawa, Hiroshi Esaki, "FIAP: Facility Information Access 
Protocol for Data-Centric Building Automation Systems", Workshop on 
Machine-to-Machine Communications and Networking (M2MCN) 2011, IEEE 
INFOCOM2011, Shanghai, April 2011. 

8) Hideya Ochiai,  Hiroki Ishizuka, Yuya Kawakami, Hiroshi Esaki, "A Field Experience on 
DTN-Based Sensor Data Gathering in Agricultural Scenarios", IEEE Senosors, November 
2010. 

9) D. Jalihal, R. D. Koilpillai, P. Khawas, S. Sampoornam, S. H. Nagarajan, K. Takeda, K. 
Kataoka, "A Rapidly Deployable Disaster Communications System for Developing 



－83－

 
 

Countries", IEEE ICC2012 Workshop on Re-think ICT infrastructure designs and 
operations(RIDO), 2012. (Accepted for publication) 

10)OKUMURA, K／, MALIK, J. N., DIKSIT, O., KATO, T., SAHOO, S., PASARI, S., 
MOHANTY, A., TAKEMOTO, H.: Active tectonics and paleoseismology of the Himalayan 
front in the Kangra–Dharmsalaarea. JPGU 2012 Meeting. 

11)落合, 井上, 寺西, 江崎, ”センサ・アクチュエータ接続対応インターネット通信ゲートウェ

イの設計と試作” , 電子情報通信学会 , インターネット・アーキテクチャ研究会 , 
IEICE-IA2011-94, 2012 年 3 月. 

12)山内. 正人, 松浦. 知史, 石. 芳正, 寺西. 裕一, and 砂原. 秀樹, "広域センサネットワーク統

合環境におけるデータの障害検知システム", 情報処理学会, マルチメディア分散協調とモバ

イルシンポジウム(DICOMO2011), 2011, pp. 1658-1663. 
13)宮城亮太, 松浦知史, 野口悟, 猪俣敦夫, 藤川和利: "配送過程における計算処理と地理的分散

処理を考慮した大規模センサネットワークのための Pub/Sub システム", 電子情報通信学会 
IA 研究会 信学技報, Vol.111, No.485, pp.293--298, Mar, 2012. 

14)上野幸杜, 堀場勝広, 片岡広太郎, “ソフトウェア LISP ルータの設計と実装”, Work in 
Progress, Proceedings of Internet Conference 2011, pp.125-126, 2011. 

 
3. アウトリーチプログラム／ワークショップ 
1) DISANET アウトリーチプログラム 
  最初の DISANET アウトリーチプログラムの開催は以下のとおり。 
  ①題目：自然災害と能力向上の必要性に関するワークショップ 

②開始日：2012 年 10 月 29 日 
  ③開催場所：パンジャブ大学（チャンディーガル市、インド） 

④参加者：約 80 名（大学関係者、大学院生、地方公務員、ビルのオーナー等） 
 
4. その他 
1) ポスター発表 
①Takano, K. and T. Ito, Introduction of building vibration observation data of metropolitan 

area due to the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake: an Approach of the IT 
Kyoshin Seismometer for Buildings, AGU Fall Meeting 2011, San Francisco, California, 
USA, 5-9 December, American Geophysical Union, 2011. 

②伊藤貴盛・鷹野澄, 高感度 IT 強震計による微動観測システム, 日本地震学会２０１１秋季大

会, 静岡, 10 月 12-15 日, 日本地震学会, 2011. 
③鷹野澄・伊藤貴盛, IT 強震計でみた 3.11 の東大キャンパス建物の揺れ, 日本地震学会２０１

１秋季大会, 静岡市, 10 月 12-15 日, 日本地震学会, 205-205, 2011. 
 
2) 報道関係 

2012/03/07 THE HINDU newspaper, “Major earthquake due in Himalayan region?” 
 
3) その他の著作物（総説、書籍など） 



－84－

 
 

①落合秀也，"IEEE 1888 対応スマート・タップの設計", デジタルデザインテクノロジ誌，CQ
出版社，vol.12, pp.116-127, 2012 年． 

②落合秀也，井上博之，"ネットワーク温度＆照度計 後編 Ethernet シールド付き Arduino に

アップロードのためのライブラリを搭載"，トランジスタ技術，CQ 出版社，vol.49, no.2，
pp.189--195, 2012 年 2 月． 

③片岡広太郎, 武田圭史, 村井純, "自然災害の減災と復旧のための情報ネット ワーク構築に関

する研究(DISANET プロジェクト)", 特集-科学技術外交―動き出した海 外プロジェクトⅡ

―, 環境科学会誌, Vol.24, No.6, pp.612-618, 2011. (解説) 
④大木聖子・纐纈一起, 超巨大地震に迫る ―日本列島で何が起きているのか, NHK 出版, 2011. 

 
 

 

 
  



－85－

 
 

 
 

 
  

７．アウトリーチプログラム（付・写真）



－86－

 
 

 

 
  



－87－

 
 

 
 

オープニング 
（Dr. R. P. Kumar、IIITH） 

講演：DISANET について 
（Dr. R. K. Chandha、NGRI） 

講演：インドにおける地震 
（Dr. R. K. Chandha、NGIR） 

講演：日本の経験：東北地方における津波災害

（大木博士、東京大学地震研究所） 

参加者 ディスカッション風景 
 

アウトリーチプログラム（写真）








	表紙
	序文
	目次
	プロジェクト概観
	写真
	略語一覧
	評価調査結果要約表
	第１章　中間レビュー調査の概要
	第２章　中間レビュー調査の方法
	第３章　プロジェクトの実績
	第４章　中間レビュー調査結果
	第５章　科学技術的視点からの評価
	第６章　提言
	付属資料

